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要旨 
 
大規模都市再開発による超高層オフィスビルやマンションの出現，あるいは公共スペースにお
けるバリアフリー化のための駅や古い集合住宅へのエレベーター設置により，エレベーターは現
代都市の日常生活における縦の交通手段として，必要不可欠なものとなっている。 
 これに対して，大都市圏では，震度４から５弱程度の中規模地震が年間十数回程度発生してお
り，毎回数十～数百台規模のエレベーターが停止している。特に，震度５弱規模の地震では，首
都圏で数万台のエレベーターが一度に停止し，これらを完全に復旧するまでに，ほぼ丸一日の時
間を要する。このような長時間に渡るエレベーターの停止は，実質的に人々のビルの中での移動
手段を奪って社会機能を麻痺させることとなり，大きな社会損失をもたらすこととなる。 
 また，1995年 1月 17日に発生した兵庫県南部地震を教訓として，近い将来に発生が懸念され
る東海地震あるいは東南海地震に対する都市防災対策が急務となっている。これに呼応する形で，
エレベーター業界においても，エレベーターをビルのライフラインとして捉え，耐震性能の向上
と災害時の迅速な復旧体勢の確立により，エレベーターの一層の安全化を図ることが重要なテー
マとなっている。 
エレベーターの耐震性能については、これまで損傷モードの分類，つり合い重りやロープ類の
振動挙動解析などの観点では論じられてきたが、実際の地震におけるエレベーターの挙動につい
て地震入力と関係付けた形での組織的な調査、分析はあまり行なわれていなかった。これに対し
て，本論文ではエレベーターの保守データベースに含まれる物損記録と、近年充実してきた公的
地震観測網によって得られる地震観測記録とを付き合わせることにより、実際の地震におけるエ
レベーターの耐震性能を明らかにするとともに、この知見に基づいた合理的な地震感知器の作動
レベル設定方法や被害予測システムに関して研究した成果について述べる。 
 はじめに，現状のエレベーターの地震対策について概観し，現状地震対策における課題につい
て検討する。その結果，中小規模の地震ではエレベーターに物損が発生していないにもかかわら
ず多数のエレベーターが停止しており，エレベーターの実際の耐震性能に適合した地震感知器作
動レベルの適正化が必要であることを示す。また，地震後の復旧作業を早期に立ち上げるために
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エレベーターの停止状況の即時把握が課題であることを示す。 
次に，エレベーターの耐震性能を検討する上でベースとなる地震入力とエレベーター被害の関
係を分析する被害分析システムについて検討する。本検討では，GIS（Geographic Information 
System）を用いたエレベーター被災データと地震観測データの対応付けと，建物構造など種々の
パラメータ条件下で被災データを分類集計する統計的分析手法を組み合わせることで，地震入力
と被害発生の定量的な関係を明らかにする分析システムを提案する。 
 続いて，上記被害分析システムを用いて実際に兵庫県南部地震におけるエレベーターの被害事
例を分析した結果を示す。本分析では，地震による被害の多かった兵庫県と大阪府における調査
可能な約 15,000台のロープ式エレベーターを対象として，機種，建物高さ，納入年といったエレ
ベーター特性と被害発生の関係を分析した。本分析の結果，地震入力が比較的小さな領域では，
まず建物高さが 60m を越えるような高層ビルにおいて被害が発生すること，1981 年の耐震設計
施工基準の改訂前後では明らかに被害発生率が異なり，耐震基準改訂の効果が認められること，
但し，60mを超える高層ビルについては，その差があまり無いことを明らかとした。また，種々
の損傷モードが発生し始める地震入力の大きさを明らかとするなど，エレベーターの実際的な耐
震性能に関する貴重な知見を得ることができた。 
次に，上記の被害分析システムを用いて，地震入力と地震感知器の作動確率との関係を求め，
兵庫県南部地震における被害分析結果と合わせて地震感知器設定値の適正値を検討する。本検討
では，地震観測データから個々のエレベーターに加わった地震入力加速度を曲面補間により推定
する方法を示し，さらに地震感知器の感度特性を考慮した加速度補正方法を提案する。本補正方
法では，地震動の破壊エネルギー指標の一つであるSI値を用いて，観測された生の地表最大加速
度から実効的な加速度値を求める。これにより，作動確率のばらつきを抑え，地震入力と感知器
作動確率の関係を明確化することができる。これらの方法を用いて適正値を検討した結果，安全
率を1.4とした場合の適正設定値を提案し，現行設定値を提案した設定値に変えることにより，感
知器作動台数を約７割低減できることを明らかとした。 
 続いて，上記で提案した地震加速度補正方法の妥当性を検証するため，検証実験を行った結果
について述べる。本検証実験では，地震感知器を様々な地震波で加振することにより，地震波の
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周波数成分の相違に対する感知器感度の関係を調べた。その結果，地震波の SI値が 5cm/sを下回
る場合，最大加速度が地震感知器の設定値を超えていても地震感知器は作動せず，最小約 0.5 倍
に感度が低下すること，これより，先に述べた SI値を用いた加速度補正方法が妥当であることを
確認した。 
 一方，地震後のエレベーター復旧作業の迅速化を図るためには，地震後できるだけ早い段階で
エレベーターの停止状況を把握することが重要である。そこで，これまでの研究で得られたエレ
ベーターの耐震性能に関するデータを用いてエレベーターの地震被害を予測するシステムについ
て検討する。本システムでは，地震の事例データベースのなかから震源位置が類似となるような
地震を検索し，その地震における地震動分布から予測対象となる地震の地震動分布を推定する。
そして，これまでの分析で求めた地震入力とエレベーター被害の関係，あるいは地震入力と地震
感知器の作動確率の関係を用いてエレベーターの被害分布あるいは停止台数の分布を予測する。 
従来，ビルや一般家屋の被害予測で用いられている距離減衰式と地盤増幅特性を用いた地震動
分布予測方法では，被害予測対象地域に関する詳細な地盤情報が必要であること，予測精度が低
いことなどから，実用化が難しかった。これに対して，本論文で提案する被害予測方法では，実
際の地震観測データをベースに予測を行うため，地盤情報が不要であり，かつきめの細かい予測
が可能であると期待される。 
まず，事例データを用いた地震動分布予測の妥当性を検討するため，関東近郊で観測された約
50件の地震を対象として，その地動分布の類似性について検討した。その結果，震源深さが 60km
より浅いものについては，震央間距離がおおよそ 20km以内の地震間で地震動分布のパターンが
0.7～0.8 程度の相関で類似することを示した。また，マグニチュードの相違に対する補正式を考
案し，事例データにより±20gal程度の誤差で地震動分布を推定できることを示した。 
そして，上記予測方法により実際に震度５クラスの地震に対してエレベーターの停止台数を予
測した結果，総休止台数，およびその分布において，実際と予測結果はよく一致することを示し
た。これにより，今回開発した予測手法は，地震後のエレベーター早期復旧対策に必要な情報を
十分提供し得るものであることを確認した。 
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第１章 
緒論 
 
１.１ はじめに 
都市部におけるビルの増加と共にエレベーターの設置台数はこれまでほぼ一貫して増加してき
た。特に，近年では都心部における大規模再開発により４０階を上回る超高層オフィスビルやマ
ンションが数多く建設され，多数のエレベーターが導入されている。また，公共スペースにおけ
るバリアフリー化のため，駅や古い集合住宅へのエレベーター設置や，住宅の高齢者対応のため
のホームエレベーターの設置も急速に増加してきている。このように，エレベーターは現代都市
の日常生活における縦の交通手段として，必要不可欠なものとなっている。 
 一方，大都市圏では，震度４から５弱程度の中規模地震が年間十数回程度発生しており，毎回
数十～数百台規模のエレベーターが停止している。特に，２００５年７月２３日に発生した千葉
県北西部地震（気象庁マグニチュードMj=6.0）においては，首都圏で約６万４千台のエレベータ
ーが停止し，78件の閉じ込め事故が発生した。そして，これらのエレベーターを完全に復旧する
までには，ほぼ丸一日の時間を要した[1][2][3]。 
このような長時間に渡るエレベーターの停止は，実質的に人々のビルの中での移動手段を奪う
こととなり，社会機能が麻痺する事態を発生させる。特に，病院などにおいては，患者の院内搬
送を困難とし，人命にかかわる深刻な事態を招く恐れもある。このように，エレベーターの長時
間に渡る運行停止は，地震による直接的な被害以上に大きな社会損失をもたらすものである。 
 また，１９９５年１月１７日に発生した兵庫県南部地震（Mj=7.3）では，近畿地区全体で約６
５,０００台のエレベーターのうち，建屋損壊のため調査不能なものを除く約５,６００台以上のエ
レベーターで物損被害を受けた[4][5]。近い将来に発生が懸念される東海地震あるいは東南海地震
では，更にこの数倍の被害が予想されている[6]。これに対してエレベーター業界では，エレベー
ターをビルのライフラインとして捉え，耐震性能の向上や災害時の迅速な復旧体勢の確立などに
より，エレベーターの一層の安全化を図ることが重要なテーマとなっている。 
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１.２ エレベーター地震対策の歴史 
エレベーターの地震対策は，残念ながら大きな地震被害を教訓として，どちらかと言うと事後
対策的な形で発展してきたと言える。 
１９６４年３月に米国で発生したアラスカ地震（モーメントマグニチュード Mw=9.2）は，世
界的にも稀な巨大地震であり，建物の崩壊や津波によって約１３０名の死傷者があったとされて
いる。この地震では，建物だけでなく建物内部の設備機器の被害としてエレベーターの被害が注
目された[7]。１９７１年２月に同じく米国で発生したサン・フェルナンド地震（Mw=6.6）では，
震源近くの建物や高速道路で大きな被害を受けたが，震源から離れたロサンゼルス市街では，ほ
とんど建物の被害は受けなかった。しかしながら，エレベーターに関しては約２,０００台に上る
被害が報告され，大都市地震におけるエレベーター被害が大きくクローズアップされた [8][9]。
この地震におけるエレベーター被害で特に注目されたのは，エレベーターの乗りかごとのバラン
スを取るつり合い重りが，ガイドレールから外れた被害である。建物の横ゆれでつり合い重りが
激しく振動することにより，ガイドレールやガイドローラが破損し，つり合い重りが外れたと考
えられ，その数は 674件にのぼった。 
これに対して，武藤，菅野，上野，井上らのグループは，簡単な質点・バネ系モデルによるつ
り合い重りの動的挙動計算方法を提案し，地震時につり合い重りに働く最大加速度の試算を行っ
ている [9] [10]。また，この地震を契機として(社)日本エレベータ協会は，１９７２年にかごや
つり合い重りのガイドレール強度などを規定した自主基準「昇降機防災対策標準」を制定した。 
その後，１９７８年６月に宮城県沖地震（Mw=7.4）が発生し，東北６県で 468 台のエレベー
ターが被害を受け，183件のつり合い重り脱レールを記録した[11]。この地震により，日本でも都
市型地震におけるエレベーター被害を経験することとなり，１９８０年７月の建築基準法施行令
の改正を機に，エレベーターについても公的な耐震規定が導入され，翌１９８１年６月１日から
施行となった。 
海外では，１９８６年８月のカルパティア山脈地震（Mw=7.2，ルーマニア），１９８７年１０
月ホイティア・ナローズ地震（Mw=5.9，米国カリフォルニア），１９８９年１０月ロマ・プリ
エタ地震（Mw=7.1，米国カリフォルニア）など多くの地震でつり合い重りの脱レールが報告さ
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れている[12][13][14][15]。この間，Yang[16]，Tzou[17][18][19]らが質点・バネ系モデル，ある
いはガイドレールとガイドシュー間の接触モデルも導入した計算方法を提案し，つり合い重りの
地震時動挙動を試算している。 
１９９４年１月１７日のノースリッジ地震（Mw=6.7）では，再び 688件のつり合い重り脱レー
ルが記録され，サン・フェルナンド地震に匹敵する規模のエレベーター被害が発生した[20][21]。
そしてそのちょうど１年後の１９９５年１月１７日に兵庫県南部地震（Mj=7.3）が発生し，日本
では戦後最大規模の都市型地震被害を経験することとなった。 
これらの地震災害を受ける形で，１９９６年１２月に（財）日本建築センターにて「昇降機耐
震設計・施工指針検討委員会」が設けられ，１９９８年の建築基準法の改正と合わせて新たな昇
降機耐震設計・施工指針が制定された。この指針では，ロープや巻き上げ機など種々の構成要素
に対する耐震性能の引き上げと，耐震性能の高いビルに対するエレベーター耐震基準の導入，こ
れらの耐震基準に合わせた地震感知器設定値の見直しが行われた。 
一方，２００４年１０月に発生した新潟県中越地震（Mj=6.8）では，震源から遠く離れた東京
都心で周期７秒程度のゆっくりとした揺れ（いわゆる長周期地震動）が３分以上にわたって続い
た。この結果，一部の超高層ビルのエレベーターにおいて，ロープ類が大きく共振して昇降路内
の機器に引っかかるなどの被害が発生した[2][22]。長周期地震動の存在は，古くから知られてい
たが，このようなゆっくりとした揺れに共振する超高層ビルの出現により，改めてその被害が注
目されることとなった。 
ロープ類の振動に関しては，古くは山本[23]，小寺[24][25]，橋本[26]らが厳密解をベースとし
た計算方法を提案している。また，木村らはこれらの理論をベースとして逐次図式解法的な検討
による厳密解を提案している[27][28]29][30]。現在では，計算機によるシミュレーション技術の
発達をベースとして，ロープを質点・バネの連鎖としてモデル化した試算結果が多数報告されて
いる[31][32]。また，単一の質点・バネモデルを用いた長周期震動によるロープ振動の実時間予測
方法などについても報告されている[33]。 
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１.３ 本研究の目的 
エレベーターの地震対策について考える場合，その耐震性能は社会的要求，コスト，建物の耐
震性能等とのバランスを考慮して設計する必要がある。具体的には，比較的高い頻度で発生する
中小規模の地震においては，できる限り被害が発生せず，地震時には安全のために停止するとし
ても，地震後には迅速に機能復帰するものであることが望ましい。また，稀にしか発生しない大
きな地震に対しては，機能継続は困難としても安全に乗客が避難できることが望まれる。また，
高い耐震性能を備えたビルに対しては，それに見合ったエレベーターの耐震性能が望まれる。 
前節に述べてきたようなこれまでのエレベーター地震被害事例においては，損傷モードについ
て詳しく分析されているが，それらの地震入力との関係については明らかとなっていない。また，
つり合い重りやロープの振動解析においても，多くの仮定に基づくパラメータ設定による概算は
行うことができても，実際の複雑な地震挙動を再現することは難しい。このため，現状のエレベ
ーター耐震性能の実力がどの程度のものであるか，あるいは適正なバランスで設計されているか
については，未知な部分が多い。 
これに対して，近年，地方自治体や気象庁，大学，企業などにより高密度な地震観測網が整備
され，最大加速度などの地震観測データが広い地域に渡って高密度に得られるようになってきた
[34][35][36]。このため，これらのデータを空間的に補間推定することにより，エレベーターが設
置されている個々の建物に加わった地震入力をある程度推定できるようになってきた。また，エ
レベーターの保守会社においては，保全業務の合理化のために，地震時の被害記録も含めて日々
の保守データの電子的な管理が進展している[37]。 
そこで、本論文では，これら高密度な地震観測データとエレベーターの保守記録データを付き
合わせて詳細な分析を行うことにより、実際の地震におけるエレベーターの耐震性能を明らかに
するとともに、この知見に基づいた合理的な耐震設計方法，特に地震感知器の設定値適正化につ
いて研究した結果について述べる。また，これらの研究によって得られた地震入力と被害の関係
から更に発展させて，エレベーター地震被害予測方法について研究した結果について述べる。 
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１.４ 本論文の構成 
 第２章では，まず現状のエレベーターの地震対策について概観し，特に地震感知器による地震
時管制運転制御の現状について検討する。そして，現状のエレベーター地震対策における課題と
して，地震感知器の作動レベル適正化の問題と，地震発生直後のエレベーター早期復旧の問題に
ついて述べる。 
 第３章では，エレベーターの地震感知器適正化を検討する上でベースとなる地震入力とエレベ
ーター被害の関係を分析する被害分析システムの構成について述べる。本システムでは，保守会
社が蓄積している地震時の被害記録と、気象庁・大学などが公開している地震データを集積して
データウエアハウスとし、これを多様な角度から分析・検討するデータマイニングの手法を用い
ることで、エレベーターの耐震性能を評価する。 
 第４章では，上記被害分析システムを用いて実際に兵庫県南部地震におけるエレベーターの被
害事例を分析した結果について述べる。本章では，地震による被害の多かった兵庫県と大阪府に
おける調査可能な約１５,０００台のロープ式エレベーターを対象として，機種，行程高さ，納入
年といったエレベーター特性と被害発生の関係を分析した結果について述べる｡ 
 第５章では，第３章で述べた被害分析システムを用いて，地震入力と地震感知器の作動確率と
の関係を求め，第４章における被害分析結果と合わせて現状の地震感知器設定値の裕度を定量的
に評価し，適正値の算出を試みる。さらに，算出した適正値に変更した場合の地震感知器の作動
台数を試算し，適正化の効果について評価した結果について述べる。 
 第６章では，第５章で述べた地震感知器の作動確率分析において用いた地震入力の補正方法に
関して，実験によりその妥当性を検証した結果について述べる。本検証実験では，地震感知器を
様々な地震波で加振することにより，地震波の周波数成分の相違に対する感知器感度の関係を調
べ，第５章で用いた補正方法の妥当性を検証する。 
 第７章と第８章では，地震後のエレベーターの早期復旧を目的としたエレベーターの被害予測
システムについて述べる。本システムでは，地震の事例データベースのなかから震源位置が類似
となるような地震を検索し，その地震における地動分布と，第４章で求めた地震入力と被害の関
係，あるいは第５章で求めた地震感知器の作動確率を用いてエレベーターの被害分布あるいは停
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止台数の分布を予測する。第７章では，関東近郊で観測された主な地震について，その地動分布
の類似性について検討し，地動分布の類似性と震央位置，震源深さ，マグニチュードとの関係に
ついて検討した結果について述べる。第８章では，上記システムで，実際にエレベーターの停止
台数を予測した結果について述べる。
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第２章 
エレベーターの地震対策 
 
２.１ はじめに 
近年，都市部における高層ビルの増加と共にエレベーターの設置台数は年々増加してきている。
また，公共スペースにおけるバリアフリー化のための駅や集合住宅へのエレベーター設置や，住
宅の高齢者対応のためのホームエレベーターの普及などにより中低層建屋のエレベーターの設置
台数も急速に増加してきている。このため，都市の日常生活においてエレベーターは必要不可欠
なものとなり、その安全性の重要性はますます増加してきている。 
 これに応えて，エレベーターの保守会社においては，個々のエレベーターと監視センターを結
んで２４時間体制で遠隔監視を行う総合遠隔監視システムの導入や，エレベーターの運行状態を
記録して部品の交換時期を診断する診断システムの導入などを図り，エレベーター保守体制の合
理化を進めてきた[37][38]。 
 しかしながら，こうした日常的な保守業務の合理化に比して，非日常的な保守業務，特に地震
に対する防災対策については，必ずしも十分な体制が整っていない状況である。例えば，１９９
２年に発生した東京湾を震源とする地震では，深刻な物損被害こそ発生しなかったものの，首都
圏で数万台に及ぶエレベーターが地震感知器の作動により停止し，その復旧作業に多大の時間が
費やされたことが問題となった。また，１９９５年の兵庫県南部地震被害の反省により，ガス，
水道など都市のライフライン防災対策の強化と改善を目的とした種々の防災システムの開発・運
用が図られているが[36] [39][40]，エレベーターにおいても同様な広域災害発生時の防災復旧シス
テムの必要性が認識された。 
そこで，本章ではまず現状のエレベーターの地震対策について概観し，特に地震感知器による
地震時管制運転制御の現状について検討する。そして，エレベーターの感知器作動レベルの適正
化問題について述べる。 
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２.２ エレベーターの地震対策の現状 
２.２.１ エレベーターの地震対策の概要 
 図２.１にエレベーターの地震対策の現状を示す。図は，横軸を時間として，これを地震が発生
する前の「事前」，地震が発生して地面が揺れている「最中」，地震の揺れがおさまった以後の「事
後」に分け，縦軸は地震の規模として，これを大まかに小・中・大規模の地震に分け，これら二
つの軸で示される領域に対して現状講じられている地震対策を整理したものである。なお，ここ
で用いた地震の規模については，小規模地震とは震度３程度までの比較的頻繁に発生するような
地震，中規模地震とは震度５弱程度の地震，大規模地震とは震度６強以上の大きな地震を想定し
ている。また，図中のイエローブックについては次節に説明する。参考までに，表２.１に平成８
年４月より気象庁により施行された新震度階級の関連解説表[41]を示す。以下では，これら地震
対策の詳細について説明し，現状地震対策における課題について考察する。 
 
 
 
 
事　　前　　 最　中　 事　　後　　
大地震
中地震
小地震
イエローブック
修理
復旧
自動
復帰
調査
報告
地震感知器
数分 数十分～数時間 数日
・ 乗客を安全に避難
　 させる機能を保持
・ 点検後運転できる
　 機能を保持
低
特低
地震感知器
の
設定値
運転継続
停止後
自動復帰
停止後
点検のため
休止
被害情報把握
 
 
図２．１ エレベーターの地震対策の現状 
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表２.１ 気象庁の新震度階の関連解説概要（平成８年４月より施行） 
震度 
階級 
人間 
鉄筋コンクリート造建物 
（ ）は地表速度、最大加速度＊ 
０ 
人は揺れを感じない。 
 
 
１ 
屋内にいる人の一部が、わずかな揺れ
を感じる。 
 
２ 
屋内にいる人の多くが、揺れを感じる。  
３ 
屋内にいる人のほとんどが揺れを感
じ、恐怖感を覚える人もいる。 
 
４ 
かなりの恐怖感があり、一部の人は、
身の安全を図ろうとする。 
 
 
（４～１０ｃｍ/ｓ、  ～１００ｇａｌ程度） 
５弱 
多くの人が身の安全を図り、一部の人
は、行動に支障を感じる。 
耐震性の低い建物では、壁などに亀裂が生じるものがある。
（１０～２０ｃｍ/ｓ、 ～２４０ｇａｌ程度） 
５強 
非常な恐怖感を感じる。多くの人が、
行動に支障を感じる。 
耐震性の低い建物では、壁、梁、柱などに大きな亀裂が生じ
るものがある。耐震性の高い建物でも、壁などに亀裂が生じ
るものがある 
（２０～４０ｃｍ/ｓ、 ～５２０ｇａｌ程度） 
６弱 
立っていることが困難になる。 耐震性の低い建物では、壁や柱が破壊するものがある。耐震
性の高い建物でも壁、梁、柱などに大きな亀裂が生じるもの
がある。 
（４０～６０ｃｍ/ｓ、～８３０ｇａｌ程度） 
６強 
立っていることはできず、はわないと
動くことはできない。 
耐震性の低い建物では、到壊するものがある。耐震性の高い
建物でも、壁、柱が破壊するものがかなりある。 
（６０～１００ｃｍ/ｓ、～１１００ｇａｌ程度） 
７ 
揺れにほんろうされ、自分の意志で行
動できない。 
耐震性の高い建物でも、傾いたり、大きく破壊するものがあ
る。 
（１００～ｃｍ/ｓ、～１５００ｇａｌ程度） 
＊新震度階は震度計によって機械的に測られる計測震度によるので本来地表速度、最大加速度とは対応が付かな
い。あくまで参考値である。 
 
２.２.２ エレベーターの耐震設計 
 エレベーターの設計・施工については，（社）日本エレベーター協会が建築基準法に沿ってまと
めた「昇降機技術基準の解説」[42]（通称イエローブック）の中に示されているエレベーター耐
震設計・施工指針に従って実施される。従って，エレベーターの事前の地震対策としては，この
イエローブックによるガイドラインに沿って設計・施工することがその対策として講じられてい
るものである。 
 イエローブックの中では，表２.２に示すような耐震安全性の目標が掲げられており，この目標
を達成すべくエレベーターを構成するガイドレールや機械室機器，昇降路の機器等の耐震強度設
計基準値が定められている。 
 また，エレベーターのかごが走行中に地震で加振されると危険であることから，地震が発生し
た際にはまず乗客の安全を確保するためにかごを最寄り階に非常停止させ，乗客を避難させるこ
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とが必要である。そこで，エレベーターの地震対策のもう一つの大きな項目として，この非常停
止・避難動作を実施する地震時管制運転装置をあげることができる。 
 地震時管制運転装置は，エレベーターの機械室に設置された地震感知器とその感知信号に応じ
て運転制御を実施する制御装置からなる。地震感知器は，一般的には図２.２に示すようなメカニ
カルな揺れの感知機構を備え，設定された値以上の揺れを感知すると信号を発生するセンサ装置
である。 
 表２.３にイエローブックに定められている地震感知器の設定値を示す。表に示すように地震感
知器の設定値としては，「特低」，「低」，及び「高」の３段階が設けられている。地震時管制運転
装置としては，これら３段階の感知レベルに対応した地震感知器を備え，それらの動作状況に応
じて地震最中，及び事後の運転制御を実施する。 
 図２.３にイエローブックに定められた地震時管制運転装置による運転制御の流れを示す。まず，
地震感知器が「特低」レベルを感知したが，「低」レベルを感知しない状態では，エレベーターを
最寄り階に停止させ，乗客を避難させた後，所定の時間が経過した後にエレベーターを正常運転
に自動復帰させる。一方，「低」レベルを感知した状態では，エレベーターを最寄り階に停止させ
て乗客を避難させた後，正常運転に自動復帰することはせず，復旧作業員が点検復帰するまで休
止状態とする。また，地震感知器が「高」レベルを感知した場合は，最寄り階への移動に対して
も危険が伴うので直ちに運転を停止し，管理人に乗客救出の応援を仰ぐような制御手順となって
いる。 
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表２.２ エレベーターの耐震安全性の目標 
地震動の強さ 発生頻度 
気象庁の 
震度階 
建築物の 
耐震設計目標 
エレベーターの 
耐震設計の目標 
中地震動 その建築物が
耐用年数中に
数度は遭遇す
る地震 
(旧震度階) 
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崩壊、圧壊、転倒
を防止し人命を
守る。 
地震感知器と連動の管
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図２.２ 地震感知器の構造の例 
 
表２.３ 地震感知器の設定値 
建築物の高さ 
特低 設定値 
（ｇａｌ） 
低 設定値 
（ｇａｌ） 
高 設定値 
（ｇａｌ） 
６０ｍ以下 
８０ 
又は、Ｐ波感知 
１２０＊ １５０＊ 
６０ｍ越え～ 
１２０ｍ以下 
３０、４０、６０ 
又は、Ｐ波感知等 
６０、８０ 
又は、１００ 
１００、１２０ 
又は、１５０ 
１２０ｍ超え 
２５、３０ 
又は、Ｐ波感知等 
４０、６０ 
又は、８０ 
８０、１００ 
又は、１２０ 
地動入力の 
目安値 
１５ｇａｌ ３０ｇａｌ ５０ｇａｌ 
＊１９９９年４月にそれぞれ１５０gal，２００gal に改定。 
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図２.３ 地震時管制運転のフロー（一般エレベーター） 
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２.２.３ 地震発生後のエレベーターの復旧作業の現状 
 上記の地震時管制運転装置によりエレベーターが休止状態となった場合は，営業所に待機して
いる復旧作業員がエレベーターの設置現場に赴き，点検して異常が無いことを確認した後に，手
動で復帰操作を行う。この復旧作業の大まかな流れを図２.４に示す。 
 まず，地震が発生してエレベーターが休止状態となると，ビルの管理人等よりエレベーターが
停止した旨の電話連絡が管轄営業所に入り始める。営業所では，この電話連絡の多さや地震の震
度から被害の規模を判断し，個別対応可能である場合には電話のかかってきた現場に対して復旧
作業員を派遣して復旧作業を行う。これに対して，多数の電話が殺到するような大きな被害規模
である場合には休止状態にあるエレベーターを営業所で把握することが困難となるため，予め定
められている巡回ルートに従って復旧作業員を巡回させ，いわば人海戦術で復旧作業を行う。こ
の時，点検の結果，修理等が必要なエレベーターについては，他のエレベーターの早期復旧を優
先するため対応を後回しにする場合もある。 
 復旧作業員は，これらの復旧作業を実施しつつ，現場のエレベーターの休止の有無や，被害状
況等を営業所に連絡する。営業所では，これらの連絡やビル管理人からの連絡を集計しつつ，復
旧漏れの無いように復旧作業員に指示を与える。 
数万台規模のエレベーターが停止するような大きな地震では，全てのエレベーターを復旧し終
わるのにまる１日以上を費やすこともある。この間，高層マンションやオフィスビルでは，エレ
ベーターが停止したままとなるため，ビル内外へのアクセスを大きく制限し，都市機能の著しい
障害を招くこととなる。 
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図２.４ 地震発生後のエレベーター復旧作業の流れ 
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２.３ エレベーター地震対策の課題 
２.３.１ 地震感知器の感知レベルの適正化 
 表２.４は，１９９７年から１０年間で日本全国で発生した地震において，最大震度３以上を記
録した地震を集計したものである。２０００年は，有珠山噴火，三宅島噴火などの影響もあり，
異常に高い数値となっているが，これを差引いたとしても震度４から５弱程度の中規模地震が年
間３０～４０件程度発生していることが分かる。 
 次に，表２.５には，大都市近郊での中規模地震が多かった２００５年の主な地震において地震
感知器動作により休止状態となったエレベーターの件数を示す。７月２３日に発生した千葉県北
西部を震源とする地震では，震源が東京に近かったため首都圏で 64,000台ものエレベーターが休
止状態となった。８月１６日に発生した宮城県北西部を震源とする地震では，千葉県北西部の時
より大きな震度を記録したが，周辺地域のエレベーター台数が首都圏ほど多くなかったため，休
止台数は少なくなっている。しかしながら，それでも 16,000台のエレベーターが休止状態となっ
ている。１０月１６日に発生した茨城県南部を震源とする地震では，最大震度が４と小さかった
が，震源が東京に近かったため 8,400台のエレベーターが休止状態となった。 
 一方，これらの地震で被害を受けたエレベーターの台数について見てみると，いずれも非常に
小さな値となっている。中規模地震において大多数のエレベーターは，ほとんどの場合，事後の
運行に支障をきたすような被害を受けておらず，そのまま復帰可能である。したがって，このよ
うな運行に支障をきたすような損傷を受けていないエレベーターに対して自動復帰の措置を施す
ことができれば，地震によるエレベーターの復旧作業の大部分を不要とすることができる。すな
わち，地震耐力の高いエレベーターについては，地震感知器の「低」レベルを引き上げておけば，
不必要に休止状態となることを減らすことができる。従って，エレベーターの現状地震対策にお
ける第１の課題として，地震感知器の感知レベルの適正化による不必要なエレベーターの休止状
態の削減をあげることができる。 
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表２.４ 1997 年から 10 年間の地震発生状況 
震度 3 4 ５弱 ５強 ６弱 ６強 7 
1997年 129 30 5 4 1 0 0 
1998年 118 27 1 0 1 0 0 
1999年 81 20 3 0 0 0 0 
2000年 1133 312 30 8 6 1 0 
2001年 110 28 5 3 1 0 0 
2002年 95 24 4 0 0 0 0 
2003年 191 63 2 0 5 1 0 
2004年 217 77 12 11 2 2 1 
2005年 122 38 4 5 2 0 0 
2006年 113 25 3 0 0 0 0 
平均(/年) 230.9 64.4 6.9 3.1 1.8 0.4 0.1 
（気象庁地震統計データ 1997年 4月 1日から 2007年 3月 31日の集計より） 
 
 
 
 
表２.５ ２００５年の主な地震で休止状態となったエレベーターの件数 
発生日時 発生地域 最大震度 停止台数 物損台数 
2005/07/23 16:35 千葉県北西部 ５強 64,000 44 
2005/08/16 11:46 宮城県北西部 ６弱 16,200 99 
2005/10/16 16:05 茨城県南部 ４ 8,400 2 
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２.３.２ エレベーター停止状況の即時把握 
 地震で休止状態となったエレベーターの復旧作業においては，地震発生後直ちに管轄地域にお
けるエレベーターの休止状況を把握することが復旧作業の迅速化・効率化に不可欠である。しか
しながら，現状では，ビルの管理人からの電話連絡，あるいは実際に現場に赴いた復旧作業員か
らの連絡によりエレベーターの休止状況を把握している。 
エレベーター保守会社では，地震感知器の動作状況を監視センターに自動的に通報する機能を
一部のエレベーター制御装置に搭載しているが，個々のビルと監視センターとの通信に電話回線
を用いているため，一度に多数のエレベーターが停止すると回線容量のオーバーにより通信でき
なくなる問題がある。また，このような機能がまだ搭載されていない数万台に及ぶエレベーター
の全てにこのような装置を設置するには，膨大な設備投資が必要であるため，このような自動通
報システムはまだ発展途上の状態である。このため、エレベーターの休止状況を早期に把握する
ためには、例えば地震後比較的早期に入手可能な震源情報などから地域毎の概算休止台数を推定
するなどの被害予測を行う必要がある。そこで、エレベーター地震防災対策の第２の課題として、
被害予測による休止状況の早期把握をあげることができる。 
 
２.４ 事例データに基づく感知器適正化と被害予測 
 地震感知器の感知レベル適正化や休止台数の予測を行うためには、地震入力に対するエレベー
ターの挙動を定量的に把握する必要がある。これに対して、従来は図２.５に示すような解析モデ
ルを構築し、地震入力に対するエレベーターのかごやロープの振動挙動を解析することが検討さ
れてきた（第１章第２節参照）。図２.５に示す例は、まず地盤と建屋の連成振動モデルにより、
地震入力に対する建物の振動挙動を解析し、これによって得られた建物の各階床の挙動をエレベ
ーターの振動モデルに入力することで、かごやロープの振動応答を解析するものである。 
モデルを用いた振動解析を実現するためには、建屋やガイドレール、ロープなどの各種パラメ
ータを特定する必要があるが、実際には複雑な構造の特性を近似する等価パラメータを求める作
業となることが多いため、一般にこれらのパラメータの設定は難しい。また、エレベーターが設
置されるような大きな建物では、実物による検証試験が困難であるため、構築した解析モデルの
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精度検証も難しい。このため、解析モデルによる評価結果をベースとしつつも、解析結果の精度
を考慮して、かなり余裕を持たせた耐震設計となることが多かった。 
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図２.５ 解析モデルに基づくエレベーターの振動挙動解析 
 
 これに対して、本研究では図２.６に示すように実際の地震におけるエレベーターの休止や物損
発生の記録を蓄積し、これを集計・分析することにより、地震入力に対するエレベーターの挙動
を明らかにしようとするものである。 
これまでにも、地震が発生するたびにエレベーターの休止や物損の調査は行われてきたが、多
くの場合、物損種類毎の件数の集計などに留まる場合が多く、これら物損と地震入力との明確な
定量的関係にまで言及した報告はほとんど無い。これは、地震の揺れの分布（地震動分布）を把
握することが困難であったためと考えられる。 
しかしながら、近年では、地方自治体や気象庁，大学，企業などにより高密度な地震観測網が
整備され，最大加速度などの地震観測データが広い地域に渡って高密度に得られるようになって
きた。このため，これらのデータを空間的に補間推定することにより，エレベーターが設置され
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ている個々の建物に加わった地震入力を推定することが可能となりつつある。これらの地震観測
データとエレベーターの休止や物損の記録を付き合わせることにより、地震入力毎の休止確率や
物損発生確率を算出し、地震入力に対するエレベーターの挙動を把握することが期待できる。こ
の様な事例データを用いた耐震性能の評価では、実際の地震における実際のエレベーターの損傷
の有無に基づいて評価することになるので、解析モデルなどによる推定結果ではなく、耐震性能
の真の姿を得ることが期待できる。 
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地震入力
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図２.６ 事例データに基づくエレベーターの耐震性能評価 
 
２.５ まとめ 
本章では，エレベーターの地震対策について概観し，現状の地震対策の問題点について検討し
た。震度４から５弱程度の中規模地震は比較的高い頻度で発生しており，これが大都市近郊で発
生すると毎回数千台規模のエレベーターが地震感知器による管制運転制御によって休止状態とな
る。しかしながら，現状の耐震設計基準ではほとんどのエレベーターで物損が発生していない。
このため，都市機能の継続的な維持のためにも，エレベーターの実際の耐震性能に適合した感知
器作動レベルの適正化が必要であることを示した。また，地震後の復旧作業を早期に立ち上げる
ために被害予測によるエレベーターの休止状況の早期把握が課題であることを示した。そして、
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感知器の適正化や被害予測に必要となるエレベーターの耐震性能の把握手段として、事例データ
を用いた耐震性能評価の概念を提案した。 
本論文では、以下、事例データを用いた耐震性能評価を行うためのエレベーター被害分析シス
テム、それを用いた兵庫県南部地震や東京近郊地震における実際の分析結果、これら分析で得ら
れた耐震性能に基づく地震感知器設定値の適正値の算出、および停止エレベーターの予測手法に
ついて述べる。 
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第３章 
エレベーターの地震被害分析システム 
 
３.１ はじめに 
エレベーターの耐震性向上や地震直後の復旧活動の迅速化のためには、地震によるエレベータ
ー被害の発生傾向を事前に把握することが重要である。しかしながら、エレベーターは乗りかご、
ロープ、ガイドレールといった複雑な構成要素からなり、加えて地震による加振入力にはビルや
地盤の条件も関係してくるため、被害の発生を解析的に予測するのは非常に難しい。 
そこで、エレベーターの保守会社が保全業務の一環とし蓄積している地震時の被害記録[37]と、
気象庁・大学などが文献やインターネット上で公開している地震データ[34][35]を集積してデー
タウエアハウスとし、これを多様な角度から分析・検討するデータマイニングの手法を用いるこ
とで、被害発生の規則性や傾向を発掘し、エレベーターの耐震性能を評価することを試みる。本
章では、このようなデータマイニングを行うための被害分析システムの構成について述べる。 
地震情報や地震被災情報の統合化あるいはデータベース化については，兵庫県南部地震を契機
として種々のシステムが提案されているが[69]，多くはデータの蓄積と地図上への表示を目的と
したものが多い。これに対して，本章ではＧＩＳ（Geographic Information System）による被災
データと地震データの対応付けと，建物構造など種々のパラメータ条件下で被災データを分類集
計する統計的分析手法を組み合わせることで，地震入力と被害発生の定量的な関係を明らかにす
るシステムの構築を目的とする。 
 
３.２ ＧＩＳを用いたエレベーターの地震被害分析 
 図３.１に，エレベーターの地震感知器作動や地震被害に関わる要因を模式的に示す。 
まず、地震による地面の揺れ（地盤応答）は、地震の震源位置やマグニチュードに加えて、地
盤特性の影響も受ける。地盤特性とは、堆積層や岩盤層と言った地層の種類や各地層の厚さなど
によって決まる地震波の伝達特性である。この地盤特性の相違により、震源からの距離が同じで
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あっても地域毎に地面の揺れの大きさや卓越振動数が異なる。 
次に、建物は地面からの地震入力を受けると建物の高さなど構造特性に応じた建屋応答により
振動する。一般に建物の高さが高くなるほどその固有周期は長くなるが、鉄筋コンクリート造で
あるか鉄骨造であるかと言った建物の建築構造によっても建屋応答は異なる。また、ひとつの建
物であっても上層階に行くほど揺れが大きくなるなど階床ごとに揺れの大きさは異なる。 
エレベーターの地震感知器や構成機器は建物の振動によって加振されるが、その応答の仕方は
エレベーターの種類によって異なる。例えば、油圧式のエレベーターでは駆動装置の機器類が最
下階に設置されているのに対して、ロープ式のエレベーターでは機器類が最上階に設置されてい
る。このため、一般にロープ式エレベーターの駆動装置機器類のほうが大きな振動を受けやすい。 
この様に，地震感知器の作動や，エレベーター被害が発生する過程では，地盤条件や，建物，
エレベーターの諸特性など様々な要素が関係している。このため，震源から同程度の地域にあっ
たとしても，これら条件の相違により，エレベーター毎に地震感知器の作動や被害の発生状況は
異なってくる。よって，エレベーターの地震被害の分析を行うためには，これら地盤条件や建屋，
エレベーターの条件に応じて，エレベーター毎に検討を行う必要がある。 
 このような種々の関連要素とエレベーターの物損被害の関係を分析する方法として，ここでは
ＧＩＳを用いた被害分析の手法について検討する。本手法では，エレベーターの型式や納入年，
ビルの階床数といった属性データと地震による地表面の揺れの観測データ，及びエレベーターに
発生した物損被害の事例データを地図上に統合し，分布図として表示する。これにより，これら
属性データと被害との関連性を視覚的に分析することができる。 
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図３.１ エレベーターの地震感知器作動や地震被害に関わる要因 
 
３.３ 被害分析システムの構成 
図３.２にＧＩＳを用いたエレベーターの地震被害分析システムの構成を示す。本システムは，
エレベーターの保守記録，地震観測データ，地図・地形データ等の集積である分析対象データベ
ース群と，これらのデータを相互に有機的に結び付けて分析を行う被害分析プログラム群とから
なる。被害分析プログラム群は，種々のデータベースから個々のエレベーターに関するデータの
結び付けを行うＳＱＬ検索エンジンと，これらのデータを地図上にマッピングして地震観測デー
タや地図・地形データとの結び付けを行う地理情報処理エンジン，そしてこれら相互に結び付け
られたデータを空間的に分析する空間分析プログラムと，エレベーターを種々の条件の下で分類
集計およびグラフ化する統計的分析プログラムとからなる。 
以下，本システムの各構成要素の詳細について述べる。 
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　ID 全高 納入年 住所...
1428 120  1984  中央区
1345  40  1992  灘区
　ID 　被害内容
1428 ロープからみ
1345 脱レール
緯度 経度 最大加速度
34.32 134.13       47
35.10 135.22       95
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図３.２ ＧＩＳを用いたエレベーター地震被害分析システムの構成 
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３.３.１ データベースの構成 
 分析システムへの入力であるデータベース群を構成するデータは，主に保守管理データ，被害
記録データ，地震データ，地図・地形データからなる。 
保守管理データは，エレベーターの保守会社が個々のエレベーターに関して機種，納入年，所
在地といった属性情報をまとめたもので，主な内容を表３.１に示す。ＩＤ番号は，エレベーター
を識別するコードであり，個々のエレベーターに対して唯一のコードが割り振られる。納入年月
は，エレベーターが顧客ビルに納入された年月を示す。建築物の耐震設計基準はこれまでに数回
改訂されており，新しい基準のものほど耐震性能は向上している。エレベーターの耐震基準もこ
れに合わせて改訂されており，納入年月のデータはビルおよびエレベーターの耐震性能を知る手
掛かりとなる。階床数は，ビルの高さを知る手掛かりとなり，これによってビルの大まかな固有
振動数を知ることができる。同様にエレベーター昇降路の最下部から最上部までの高さを表す全
高もビルの高さを知る手掛かりとなる。ビル用途は，オフィスビル，ショッピングセンター，マ
ンションなどビルの用途を示すデータである。ショッピングセンターは，一般に階床数が少ない
が階床あたりのフロア面積が非常に大きいのに対して，マンションは比較的階床数が多く，階床
あたりのフロア面積が小さいなど，ビル用途の情報から大まかなビルの形状を知ることができる。 
被害記録データは，エレベーターの保守会社が地震時のエレベーター復旧作業において保守作
業員の口頭や書類による被害報告内容を集積したものである。主な内容を表３.２に示す。ＩＤ番
号は，保守管理データにおけるＩＤ番号と同一であり，これにより保守管理データのエレベータ
ー情報と対応付けられる。被害内容コードは，保守会社が主な被害モードについて設けたコード
であり，被害内容に該当するコードが記載される。また，被害部位コードはロープ，かご，巻き
上げ機など被害が発生した部位を示すコードである。大部分の被害記録については，被害内容コ
ードや被害部位コードで分類することが可能であるが，地震によるエレベーターの被害は多岐に
渡るため，必ずしもこれらのコードで網羅することはできない。また，被害分析においてはこれ
らの分類コードより詳細な分類が必要となることも考えられる。このため，被害記録データとし
ては，被害内容として保守作業員による生の報告内容も文章データとして記録する。なお，これ
らのデータは，地震毎にまとめて作成する。 
地震データは，地震による地面の揺れの分布を得るためのデータである。データソースとして
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は，気象庁や大学の地震観測網によって観測されたデータ，大手ゼネコンやガス会社などが独自
の観測システムで観測したデータなど種々のものが考えられる。また，データの開示形態も，イ
ンターネット上での公開や学会発表，報告書など紙の資料による公開などが考えられる。ここで
は，これらあらゆる形で入手可能なデータを集積し，表３.３に示す形に電子化して蓄積するもの
である。 
最後に，地図・地形データはＧＩＳを用いた分析処理において種々のデータをマッピングする
ベースとなるデータである。データの構成としては，市区町村行政界図や海岸線，河川，山脈地
帯などの地形形状地図などである。これらの地図上にエレベーターの所在位置とその属性情報を
プロットすることにより地理的な属性との関連性を知ることができる。例えば，海岸線や大きな
河川に近い地域では，地盤が軟弱であると推定されるので，このような地盤とエレベーター被害
の関連性などを分析することができる。 
 
 
 
表３.１ エレベーター保守管理データの主な内容 
項  目 内    容 
ＩＤ番号 エレベーターを識別するコード 
納入年月 
エレベーターが顧客ビルの納入された年月。エレベーターの古さ
を知る指標とすることができる。 
機種 ロープ式，油圧式などエレベーターの機種を識別するコード 
階床数／全高 
ビルの階床数あるいはエレベーター昇降路の最下部から最上部ま
での高さ（全高）。ビルの高さを知る指標となる。 
ビル用途 
オフィスビル，商業ビル，マンションなどビルの用途に関するコ
ード。ビルの構造，形状を知る手掛かりとなる。 
住所 ビルの所在地。地図上へのマッピングの手掛かりとなる。 
地震感知器情報 地震感知器の有無，機種など 
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表３.２ 被害記録データの主な内容 
項  目 内    容 
ＩＤ番号 保守管理データのエレベーターＩＤ 
被害コード 被害内容の分類コード 
被害部位コード 被害発生部位の分類コード 
被害内容 被害内容を説明する文章データ 
建物被害 建物被害状態を表すデータ 
地震感知器作動 地震感知器作動の有無 
 
表３.３ 地震データの主な内容 
項  目 内   容 
緯度，経度 地震動を観測した観測地点の座標 
地震動の大きさ 
震度，地表最大加速度，地表最大速度など地震動の大きさを示す
データ 
 
３.３.２ ＳＱＬ検索エンジン 
ＳＱＬ検索エンジンは，データ間の関係付けと条件検索を行うプログラムモジュールであり，
リレーショナルデータベース処理言語として一般的なＳＱＬベースの問い合わせコマンドを受け
付けて処理を行う。例えば，保守管理データと被害記録データをエレベーターのＩＤ番号により
関係付け，エレベーターの機種や納入年月毎に被害内容を分類するといった条件検索処理を行う。
条件検索の内容としては，機種コードや納入年月といった個別項目に対する条件に加えて，例え
ば被害内容のテキストデータ中に含まれる指定キーワードの有無といった文字列検索を含む条件
検索も行う。 
 
３.３.３ 地理情報処理エンジン 
地理情報処理エンジンの機能は，データの地図上へのマッピング，点データの面的データへの
拡張，マッピングされたデータ間の位置関係の演算機能からなる。 
データの地図上へのマッピングでは，データに緯度,経度といった座標データが含まれている場
合にはそれを用いればよいが，そうでない場合には住所などを手掛かりにマッピング処理を行う
必要がある。地理情報処理エンジンのマッピング処理では，文字列として与えられる住所情報を
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解析して市区町村等を特定し，市区町村の座標テーブルから対応する座標データ読み出してデー
タを地図上にマッピングする。 
地図上にマッピングされたデータの中で，地震観測データのようなデータは点データのままで
は，柔軟な活用が図れない。例えば，図３.３（ａ）に示すように，地震観測データ（最大加速度）
とエレベーターのデータを点データとしてマッピングしただけでは，各エレベーターにおける地
震動を知ることはできない。中間地点における地震動を補間推定して図３.３（ｂ）に示すような
面的な分布データに拡張することができれば，各エレベーターにおける地震動を知ることができ
る。地理情報処理エンジンでは，このような点データの面的データへの拡張処理を行う。具体的
には，点データから中間地点の値を推定する補間推定計算や補間推定結果に基づくメッシュデー
タの生成（図３.３（ｃ））などを行う。 
エレベーターや地震のデータは，地図上にマッピングすることにより地理的な位置関係で分類
検索することが可能となる。例えば，地盤が軟弱であると推定される海岸線や大きな河川に近い
地域のエレベーターを検索することなどが考えられる。また，メッシュデータ化された地震動分
布を用いて，地震動がある値以上の地域に含まれるエレベーターを検索することも考えられる。
地理情報処理エンジンでは，このようなデータ間の地理的位置関係に基づく検索機能を提供する。 
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（ａ）点データのマッピング   （ｂ）中間値の補間推定    （ｃ）メッシュデータ化 
図３.３ 点データのマッピングと面的分布データへの拡張 
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３.３.４ 空間分析プログラム 
 空間分析プログラムは，地図上にマッピングしたデータを種々の条件に基づいて集計し，分布
図として表示する。図３.４に示すようにデータの集計は例えば１ｋｍ四方などのます目で区切ら
れたメッシュ単位に行い，メッシュの色による階調表示あるいはメッシュ中央に表示したシンボ
ルの大きさにより集計値を表示する。 
例えば，エレベーターの被害発生率の地域的な分布を知りたい場合には，メッシュ毎にメッシ
ュに含まれるエレベーターの全台数と，そのうち被害を受けたエレベーターの台数を集計し，被
災台数を全台数で除した被災率を算出し，これを分布図として表示することにより知ることがで
きる。 
分布図の表示方法としては，上に述べたメッシュの色による諧調表示とシンボルの大きさによ
る表示（比例サイズ表示）に加えて，諧調表示の上に比例サイズ表示を重ねた復号表示を行うこ
とができる。これにより，同時に二つのパラメータ分布を重ね合わせて表示して，両者の関連性
を検討することができる。 
 図３.５に空間分析プログラムによる表示例を示す。この例では，地震データより求めた地表最
大加速度分布の諧調表示の上にエレベーターの停止率の比例サイズ表示を重ねて表示した例であ
る。これより，地表最大加速度が大きい地域では，やはり停止率が高くなっている傾向を読み取
ることができる。 
空間分析プログラムにおける集計処理は，地理情報処理エンジンの地理的位置関係に基づく検
索機能とＳＱＬ検索エンジンの条件検索・集計機能を用いて実現される。空間分析プログラムは，
ユーザーから入力された表示設定情報に基づいて地理情報処理エンジンに対するコマンドメッセ
ージとＳＱＬ検索エンジンに対するコマンドメッセージを生成し，これらの実行結果を統合する
ことにより分布図を生成・表示する。 
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メッシュの色による階調表示
シンボルの大きさによる比例サイズ表示
個別データメッシュ単位
 
図３.４ メッシュ単位のデータ集計による分布図の表示 
 
図３.５ 空間分析プログラムによる表示例 
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３.３.５ 統計分析プログラム 
 空間分析プログラムによる分布表示では，データ間の関係性について大まかな傾向を掴むこと
ができるが，分析処理においてはデータ間の関係をより定量的に調べることも必要である。統計
分析プログラムでは，データ間の定量的な関係を統計的に集計し，グラフとして表示する。 
例えば，図３.５に示したエレベーターの停止率の分布において，停止率と地表最大加速度の間
に相関があることは認められるが，その定量的な関係は図３.６に示すようなグラフとすることに
より明確となる。 
ここで，図３.６のグラフは全てのエレベーターについて集計したものではなく，図３.５におい
て足立区付近のエレベーターについて集計したものである。第３.２節で述べたように地震動と地
震感知器の応答には地盤の特性も影響するので，異なる地盤特性の地域のエレベーターを全て集
計すると統計的なノイズを多く含んでしまうことになる。このため，荒川の堆積地層を主とする
足立区付近のエレベーターを選択的に集計することで，特定の地盤における傾向を明確化できる。
このように，統計分析プログラムは空間分析プログラムと連携して地理的な選択条件も含んだ形
で集計処理を行うことが大きな特徴となっている。 
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図３.６ 統計分析プログラムによる表示例 
 
３.４ まとめ 
エレベーターの保守会社が保全業務の一環とし蓄積している地震時の被害記録からエレベータ
ーの耐震性能を評価することを目的として，ＧＩＳを用いたエレベーターの地震被害分析システ
ムについて検討した。本システムは，データを地理的情報と対応付けて空間的に分析する空間分
析プログラムと，エレベーターを種々の条件下で分類集計およびグラフ化する統計分析プログラ
ムとからなる。また，これらの分析プログラムは，種々のデータベースから個々のエレベーター
に関するデータの結びつけを行うＳＱＬ検索エンジンと，これらのデータを地図上にマッピング
して地理的データとの結びつけを行う地理情報処理エンジンをベースとして構成される。このよ
うな被害分析システムにより，エレベーターの全高，機種，納入年といった属性情報と，地震観
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測データや地形図などの地理的情報を有機的に結びつけ，視覚的かつ定量的に分析を行うことが
できる。 
次章では，この被害分析システムを用いて実際に兵庫県南部地震におけるエレベーター被害を
分析した結果について述べる。 
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第４章 
兵庫県南部地震における被害事例の分析 
 
４.１ はじめに 
 １９９５年１月に発生した兵庫県南部地震では，死者・行方不明者６千人以上，一部損壊を含
む建築物の被害１８万棟以上という大きな災害となり，改めて都市防災の重要性が認識された。
エレベーターにおいても，近畿地区全体で約６５,０００台のうち，建屋損壊のため調査不能なも
のを除く約５,６００台以上のエレベーターで物損被害を受けている（平成７年５月現在，(社)日
本エレベーター協会調べ）。これに対してエレベーター業界では，エレベーターをビルのライフラ
インとして捉え，耐震性の向上や災害時の迅速な復旧体勢の確立などにより，エレベーターの一
層の安全化を図ることが重要なテーマとなってきている。 
 一方，兵庫県南部地震ほどの規模ではないにしても，震度４程度の中規模地震は，東京近郊に
おいても年間２～３回の比較的高い頻度で発生している。このような中規模地震においては，エ
レベーターの構成機器にほとんど損傷が生じていないにもかかわらず，地震感知器により多数の
エレベーターが停止し，復旧作業に膨大な手間がかかっている。このため，(社)日本エレベーター
協会ではエレベーターの地震感知器の感知レベル見直しが検討されている。 
 このような耐震性の向上あるいは地震感知レベルの適正化に対応するためには，まず現状エレ
ベーターの地震耐力を適切に把握することが必要である。即ち，エレベーターの構造や，エレベ
ーターが設置されているビルの構造，あるいはビルの建てられている地盤の種類など様々な条件
においてエレベーターが損傷を受けはじめる地震動との相互関係を明らかにすることにより，エ
レベーターごとの耐震設計，あるいは適正な感知レベルの設定が可能となる。 
 更に，このようなエレベーターの被害と地震動との関係が明らかになってくると，地震時の被
害予測が可能となり，地震災害に対する事前の防災体制作りや，発災時の復旧活動の支援といっ
た更に高度な防災対策へと発展させることが期待できる。 
 本章では兵庫県南部地震におけるエレベーターの被害事例を分析することで，現状エレベータ
ーの耐震性能を分析した結果について述べる。本分析では，地震による被害の多かった兵庫県と
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大阪府を分析対象地域とし，調査可能な約１５,０００台のロープ式エレベーターについて分析を
行った。分析方法としては，第３章で述べたＧＩＳを用いたエレベーターの地震被害分析システ
ムを用い，エレベーターの機種，行程高さ，納入年といった諸情報と被害調査データ，および地
震による地動観測データを地図上に統合し，データ間の相互関係を検討すると同時に，今回特に
エレベーターの耐震性に関係が深いと思われるエレベーター全高，及び納入年に関して被害発生
の傾向を整理し分析を行った｡ 
 
４.２ 被害分析の方法 
４.２.１ 分析対象のエレベーターと分析の目的 
今回分析対象としたエレベーターの総数とその被災状況を表４.１に示す。表よりエレベーター
総数 17,309 台のうち，乗りかごを電動巻上機で上下させるロープ式エレベーターが 15,081 台，
油圧により上下させる油圧式エレベーターが 2,228 台であった。一方，被害を受けたエレベータ
ーは，ロープ式で 736 台，油圧式で 59 台であった。ロープ式エレベーターと油圧式エレベーター
では，構造がかなり異なるので被害分析にあたってはそれぞれ分けて考える必要がある。今回は，
エレベーター全体のうちロープ式が約９割を占めていること，また油圧式エレベーターでは被害
台数があまり多くなく統計的に十分なデータを確保しにくいことから，まずロープ式エレベータ
ーを対象として分析することとした。 
 なお，表に示すエレベーターの台数には，建物自体が損傷を受けて立ち入り調査ができなかっ
たエレベーターは含まれていない。従って，これらのエレベーターも被害を受けたものとしてカ
ウントすると，実質的に被害のあったエレベーターの台数は，更に多くなるものと考えられる。 
 次に，兵庫県南部地震においてエレベーターの受けた被害の内訳を表４.２に示す。この表は，
発生した被害内容に対して，被害を受けた機器毎に分類・集計したものである。表において，ポ
ジテクタと遮蔽板はエレベーターのかごが各フロアー位置に到達したことを検出するための位置
検出装置の構成部品で，かご側に取り付けられているポジテクタ内に設けられた磁石とリードス
イッチの間を昇降路壁に固定された遮蔽板が通過することによりフロアー位置を検出する。冠水
とは，ビル内の配管や貯水槽が破損して昇降路内に水が浸入したことによる被害を示す。また，
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キャッチとは，調速器ロープの引っ掛かりなど何らかの理由により異常落下防止装置が作動した
ことを示す。 
図４.１にはロープ式エレベーターの一般的な構造を示す。ロープ式エレベーターでは，乗客が
乗り込むかごとつり合いおもりとが主ロープでつながれ，このロープを巻上機で駆動することに
よりかごを上下させる。かごとつり合いおもりはそれぞれガイドレールに沿って動くようになっ
ている。エレベーターの昇降路内には主ロープの他にも調速器ロープやテールコードなど種々の
ロープ・コード類が存在する。表４.２の被害内訳では，つり合いおもり，調速器ロープ，及び位
置検出装置に関する被害がやや大きな比率となっているが，全体的にはエレベーターを構成する
機器の広い範囲に渡って被害が起きていることが分かる。 
 ところで，図４.１に示すエレベーターの全高すなわち昇降路の高さは，おおよそエレベーター
の設置されているビルの高さに等しいと考えることができる。また，ビル最上階部分の地震時の
揺れ方は，一般に背の高いビルの方が大きい傾向がある。従って，機械室での機器の被害の受け
方は，エレベーター全高によって異なってくると考えられる。また，エレベーター全高によって
昇降路内のロープ類の長さも異なってくるので，これらの被害の受け方も異なってくると考えら
れる。 
 一方，ガイドレールの形状，取付け方，あるいは調速器ロープや位置検出装置の設置位置など
も，型式や納入年などによって少しずつ異なっている。特に，１９８１年には建築基準法におけ
る耐震基準の改定に伴い，エレベーターにおいても耐震設計基準が大幅に改定されている[42]。
このため，１９８１年前後では，これら機器の設計・施工方法が変更され，耐震性能にかなり差
があると思われる。 
 そこで，本分析では表４.２に掲げるような種々の被害事例に対して，特にエレベーターの耐震
性に関係が深いと思われるエレベーター全高と納入年に着目し，これらのパラメータと地震動に
対する被害発生の傾向との間の相互関係を明らかにすることを目的とした｡なお，表４.２に掲げ
た被害内容のうち冠水被害についてはエレベーター機器の直接的な被害ではなく，貯水槽や配管
などの損傷により２次的に生じた被害であり，エレベーターの耐震性能と直接関係するものでは
ないと考えられるので，被害としてはカウントしないこととする。また，油圧式エレベーターに
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関わる被害も対象外となる。 
 
 
 
表４.１ 兵庫県・大阪府における調査対象エレベーター総数と被災数 
項      目 ロープ式 油圧式 合計 
兵庫県・大阪府における調査対象エレベーター総数 15,081 2,228 17,309 
調査可能で被害があった台数 736 59 795 
 
 
 
    表４.２ エレベーター被害内容の機器別分類による内訳 
 被害を受けた機器名   主な被害内容  件数 比率 [%] 
 つり合おもり   脱レール，レール曲損 136 12.3 
 調速器ロープ  断線，引っ掛り，キンク 126 11.4 
 ポジテクタ  破損  92 8.3 
 ハッチドア   曲損，破損  79 7.1 
 かご   脱レール  68 6.1 
 冠水   －  66 6.0 
 主ロープ   引っ掛り，外れ  65 5.9 
 レール   曲損  51 4.6 
 テールコード   断線，引っ掛り，絡まり 47 4.2 
 巻上機   位置ずれ，転倒  44 4.0 
 制御盤   転倒  36 3.2 
 キャッチ   キャッチ動作  30 2.7 
 遮蔽板   曲損  29 2.6 
 油圧ユニット   油漏れ  27 2.4 
 三方枠   曲損，ずれ  26 2.3 
 電動発電機   位置ずれ  15 1.4 
 コンペンチェーン   引っ掛り，切断  14 1.3 
 係合子   外れ，破損  13 1.2 
 その他   －  145 13.1 
 合計  1,109 100.0 
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図４.１ ロープ式エレベーターの一般的構造 
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４.２.２ 地震入力について 
 地震においては，まず震源での地震動が地表面に伝わり，この地面の揺れ（地動）により建物
が加振される。そして，エレベーターでは，建物の揺れに伴って機械室が揺れることにより，そ
こから釣り下げられているロープ類が加振される。また，かごやつり合いおもりはこれらロープ
類の振動だけでなく，昇降路に固定されたガイドレールが建物の揺れに伴って揺れることによっ
ても加振される。従って，エレベーターに対する直接の加振入力はビルの振動と考えることがで
きる。 
 しかしながら，地震の観測データとしては地表面の揺れを観測したものがほとんどであり，地
震時のビル各部の揺れ方を観測したデータは希であることから，全てのエレベーターに関して地
震入力としてビルの振動を用意することは難しいと考えられる。そこで今回は，同程度の高さの
ビルであれば各階床における地震応答は大体同じような傾向で増幅されるものとして，まず地表
面での揺れをエレベーターへの地震入力と考えて分析を行うこととし，ビルの高さによる影響は
エレベーターの全高データにより考慮することとした。 
 次に，地震動の強さや性質を表す尺度としては，最大加速度，最大速度，あるいは加速度，速
度，変位などの応答スペクトル，ＳＩ値などをあげることができる。ここで，応答スペクトルと
は，観測された地震波形を入力とする１自由度系の固有周期を種々に変化させた時の応答加速度，
応答速度，応答変位などの最大値をプロットすることにより得られるものである。また，ＳＩ値
とはスペクトル強度の略で減衰定数が２０％の速度応答スペクトルに対して周期が 0.1～2.5 秒
の間の面積を求めたものである[43]。 
 これらの尺度の中で，最大速度やＳＩ値は建築物被害との相関が高いことが認められている
[44][45]。また，応答スペクトルがあれば建築物の振動モデルと考え合わせることでビルの揺れ
方まで考慮した分析が行えると考えられる。しかしながら，現状設置されている地震観測網の多
くは加速度計であり，兵庫県南部地震に関して被災地域の広範囲にわたって応答スペクトルや
ＳＩ値を得ることは難しい。そこで，今回の分析では地動入力の尺度として地表面における最大
加速度を用いることとした。 
 なお，地震動に関する加速度の単位としては，学会等において慣習的に gal（=1×10-2[m/s2]）
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が用いられているので，本論文においても以下地震動の加速度については gal を用いることとす
る。 
 
４.２.３ ＧＩＳを用いた分析システム 
 分析においては，分析対象となるエレベーターの所在地，型式，納入年，全高などのデータが
記載された保守管理データと，兵庫県南部地震直後に復旧作業員によって作成された被害記録デ
ータを用いて分析を行った。これらのデータから全高や納入年と被害との関係を調べるためには，
保守管理データの情報と被害記録データの情報とをエレベーター毎に結び付け，全高毎あるいは
納入年毎に被害内容を分類・集計するといった作業を行う必要がある。 
 また，地動入力については，気象庁や大学により観測され，学会やインターネット上で公開さ
れているデータを用いた。これらのデータは，エレベーターの設置場所とは無関係に観測された
ものであるから，これらのデータをもとに作成した地動分布とエレベーターを地図上にマッピン
グすることにより，相互の関係を求める必要がある。 
 更に，エレベーター毎に結び付けた保守管理データの情報や被害記録データの情報を地図上に
重ねあわせてマッピングすることにより，エレベーターとその被害の地域的特徴や相互の関係を
視覚的に分かり易く整理することができる。 
 このように様々なデータを結び付けて地図上にマッピングし，相互の関係を視覚的に分析する
手段として第３章で述べたＧＩＳを用いた被害分析システムを用いた。本システムでは，データ
ベース管理プログラムにより，種々の入力データから個々のエレベーターに関するデータの結び
付けを行う。そして，ＧＩＳを応用した空間分析プログラムによりこれらのデータを地図上にマ
ッピングし，空間的な分析を行う。更に，エレベーターを種々の条件の下で分類集計・グラフ化
し，様々な観点からデータを整理できる統計分析プログラムも備えている。 
 
４.３ 観測データからの地震入力の推定 
 表４.３及び図４.２に，兵庫県南部地震において観測された最大加速度データの一例を示す。
このデータは，関西地震観測研究協議会が地震後比較的早い次期に発表した観測データである。
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これらデータの観測位置は図４.２に示すように大阪地区に偏っており，全ての地域に万遍なく存
在するわけではない。被害分析を行うためには，これらのデータを元に最大加速度の分布図を作
成し，個々のエレベーターに対する地震入力を推定する必要がある。 
 加速度分布の推定方法としては，例えば距離減衰式を用いた計算結果を観測データにより補正
して求める方法が考えられる[46][47][48][49]。この場合，まず震源からの距離に応じて地層深
部の工学基盤における地震動を距離減衰式により求め，工学基盤面から地表までの揺れの増幅率
を各地点における地質構成により求めることになる。しかしながら，兵庫県南部地震では地震が
広い範囲にわたる断層の活動により起きていること[50]，また神戸地区近辺では山岳部が海岸線
近くまで接近しており地層構造が複雑であることより，この方法を適用するためにはかなり複雑
な計算を必要とする[51][52][53][54]。更に，調査対象全地域における地質データが入手困難で
あることから，今回は別な手段を用いることとした。 
 まず，観測データが比較的そろっている大阪地区については，図４.２に示した関西地震観測研
究協議会の観測データを空間補間することにより求める。その他の地域については，大林組が作
成した図４.３に示す地表最大加速度のコンター図[55]を参考として，これを空間補間することに
より求める。 
 空間補間の方法としては，曲面補間することにより任意の地点における加速度値を求めること
とした。曲面補間の方法としては曲面モデルにおいて一般的に用いられるスプライン曲面[58]に
よる近似方法を用いた。本手法により計算した地表最大加速度の分布を図４.４，図４.５に示す。 
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表４.３ 兵庫県南部地震における最大加速度観測記録 
観測地点 観測組織＊ 経度 緯度 最大加速度 [gal] 備考 
Himeji CEORKA 134.711 34.8318 189  
Shikama CEORKA 134.682 34.7955 253  
Kakogawa JR 134.841 34.764 229  
Nishiakashi JR 134.964 34.6632 481  
Takatori JR 135.138 34.6478 616  
Fukiai OG 135.199 34.7041 833  
Shinkobe JR 135.198 34.7024 561  
Kobe Univ. CEORKA 135.238 34.7247 447  
Kobe CEORKA 135.286 34.7231 775 振切れ
Nishinomiya OG 135.341 34.7305 792  
Takarazuka JR 135.342 34.8077 601  
Amagasaki CEORKA 135.408 34.7239 328 振切れ
Senri OG 135.509 34.8005 312  
Shin-osaka JR 135.504 34.7318 243  
Fukushima CEORKA 135.446 34.6797 212  
Hokko OG 135.432 34.6639 266  
Abeno CEORKA 135.52 34.6336 226  
Morikawachi CEORKA 135.572 34.6778 210  
Yae CEORKA 135.61 34.6802 155  
Iwasaki OG 135.564 34.6303 185  
Kawachi OG 135.57 34.7313 177  
Shijonawate OG 135.635 34.7352 224  
Shintakatsuki JR 135.614 34.8454 323  
Hashiramoto OG 135.633 34.8606 251  
Onji OG 135.622 34.6211 169  
Fujiidera OG 135.59 34.5716 149  
Sakai OG 135.484 34.5703 173  
Sakai CEORKA 135.467 34.5562 150  
Izumi1 OG 135.412 34.501 178  
Tadaoka CEORKA 135.403 34.488 290  
Izumi2 OG 135.326 34.4059 240  
Chihaya CEORKA 135.631 34.4364 111  
Matsue OG 135.145 34.2416 180  
Nakanoshima OG 135.188 34.2376 126  
Heijo OG 135.781 34.701 142  
Fushimi OG 135.769 34.9411 206  
Higashiyama JR 135.784 34.9787 113  
Kusatsu OG 135.95 35.0019 6  
Ritto JR 135.952 35.0184 67  
（日本建築学会；兵庫県南部地震災害調査緊急報告会資料より） 
 ＊ CEORKA － 関西地震観測研究協議会，OG － 大阪瓦斯，JR － ＪＲ西日本 
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図４.２ 表４.３に示すデータの観測位置 
 
 
 
図４.３ 兵庫県南部地震の地表水平最大加速度コンター（大林組技術研究所報特別号 1996 より） 
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図４.４ 地表最大加速度分布の補間結果（等加速度線図） 
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図４.５ 地表最大加速度分布の補間結果（３次元表示） 
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４.４ 被害事例の分析結果 
４.４.１ 全高・納入年の内訳と分布状況 
 始めに，分析対象となる全エレベーターの全高と納入年の内訳を図４.６，４.７に示す。図よ
りロープ式エレベーターの中では全高 20～30m のものが最も多く，全体の４割程度を占めること
が分かる。また，全高 30m 未満のエレベーターが全体の約７割を占め，耐震設計上高層ビル用エ
レベーターとして扱われる全高 60m 以上のエレベーターは全体のごく一部であることが分かる。
また，納入年については，納入年の新しいものほど数が多く，最も多いのは 1990 年のバブル経済
時期のものであること，エレベーターの耐震設計・施工指針が改定された 1981 年以前のものは，
全体の４割程度であることが分かる。 
 次に，これらのデータを地図上にマッピングした結果を図４.８～４.１０に示す。まず，図４.８
には，ロープ式エレベーター全体の分布状況を示す。図では，地図上を 500m 四方のメッシュに区
切り，各メッシュ内に含まれるエレベーターの数を設置台数として表示している。ここで，メッ
シュサイズについては，大阪市や神戸市の市街地における１メッシュあたりのエレベーター数が
極端に多くならないように選定したものである。一方，図４.９は，各メッシュ内のエレベーター
の全高の平均値を色分けすることにより，全高の分布状況を表示したものである。また，図４.１０
は，同様に各メッシュ内のエレベーター納入年の平均値を色分けすることにより，納入年の分布
状況を表示したものである。 
 これらの図より，神戸市中央区と大阪市北区を中心とした市街地に多くのエレベーターが集中
し，この地域で全高の高いエレベーターが多いことが分かる。他方，納入年については著しい偏
りは見られないが，先ほどの密集地域では８０年以前の古いエレベーターがやや多い傾向がある。 
 
４.４.２ 被害発生率と地動 
 次に，分析対象地域のエレベーターにおいて，被害のあったエレベーターの分布を図４.１１に
示す。図より，被害のあったエレベーターは，神戸市中央区や大阪市北区などエレベーターの密
集地域にほぼ重なるように分布していることがわかる。ここで，もともとのエレベーターの台数
が多ければ必然的に被害のあったエレベーターの台数も多くなることが考えられるので，被害発
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生の絶対数ではなくそれぞれの地域における被害台数を設置台数で割った被害発生率により比較
検討を行った。 
 図４.１２では，500m 四方の各メッシュ内で被害のあったエレベーターの台数をそのメッシュ
内に設置されているエレベーターの総台数で割った被害発生率と，第４.３節で求めた地表最大加
速度の分布を重ねあわせた結果を示す。これより，先ほどのエレベーター密集地域で被害台数の
多かった神戸市中央区の付近では被害発生率も高いこと，また被害台数ではあまり目立たなかっ
た神戸市灘区でも高い比率で被害が発生していることがわかる。一方，同じようにエレベーター
が密集しており被害台数の多かった大阪市北区の付近では，被害発生率としてはそれほど高くな
いことが分かる。しかしながら，神戸市中央区や灘区の一帯では，地表最大加速度が 600gal 程度
と非常に激しい揺れであったのに比べて，大阪市北区の付近では地表最大加速度が 100～200gal
程度と小さな値であるにもかかわらず，この地域で被害が起きていることが特徴的である。 
 なお，図の被害発生率の計算においては，建物の損壊などにより調査不能なエレベーターの数
は含まれていないので，これらも含めた実質的な被害発生率は，揺れの激しかった神戸市中央区
から灘区にかけてでは，さらに高くなるものと考えられる。 
 次に，被害発生率と地動の関係を集計・グラフ化した結果を図４.１３に示す。地表最大加速度
が 500gal 程度までは，加速度が増加するにつれて被害発生率が増加する傾向が見られる。500gal
を超える部分については，分析対象データにおいて建屋損壊等で被害状況の調査ができなかった
エレベーターのデータが欠けていることによる乱れであると考えられる。ここで注目すべきは，
150～200gal の部分で局所的に被害発生率が増加していることである。この部分に相当するエレ
ベーターを地図上にプロットしてみると，図４.１４に示すように図４.１２において大阪市北区
の付近で地表最大加速度が低いにもかかわらず被害があった地域に一致していることが分かる。
そこで，この地域での特異性を解明するため，次節では大阪市の中心部に対象地域を絞って分析
を行った結果について述べる。 
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図４.６ 兵庫・大阪地区におけるロープ式エレベーター全高内訳 
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図４.７ 兵庫・大阪地区におけるロープ式エレベーターの納入年内訳 
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図４.８ 兵庫・大阪地区におけるエレベーターの設置場所分布（×印は震源位置） 
 
 
 
 
図４.９ 兵庫・大阪地区におけるエレベーターの全高分布（×印は震源位置） 
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図４.１０ 兵庫・大阪地区におけるエレベーターの納入年分布（×印は震源位置） 
 
 
 
図４.１１ 兵庫県南部地震において被害のあったエレベーターの分布（×印は震源位置） 
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図４.１２ エレベーター被害発生率と地表水平最大加速度の分布（×印は震源位置） 
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図４.１３ 地表最大加速度に対するエレベーター被害発生率の変化 
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図４.１４ 地表最大加速度 150～200gal で被害のあったエレベーターの所在地 
 
４.４.３ 大阪市市街における被害分析 
（１）エレベーター全高別に見た被害発生の状況 
 図４.１５には，大阪市の市街地における被害発生率と全高分布を重ね合わせた結果を示す。こ
れより，平均全高が 30m 以上の地域と被害のあった地域とがかなりよく一致していることが分か
る。この事から，この地域における被害は大阪市中心部の背の高いエレベーターによるものと推
定できる。そこで，この地域におけるエレベーターをその全高によりいくつかのグループに分け，
そのそれぞれについて被害発生率と地表最大加速度の関係をグラフ化した結果を図４.１６に示
す。 
 エレベーターの耐震設計・施工指針によれば，全高 60m 以上のものは高層ビル用エレベーター
として扱われ，一般のビル用エレベーターとは異なる耐震基準が設定されている。また，既に述
べたように全高 30m 未満のエレベーターが全体の約７割を占めることから，全高 30m 以上のエレ
ベーターは通常よりやや高めのエレベーターとして分類することができる。そこで，図４.１６で
は大阪地区におけるエレベーターを 30m 未満，30m 以上 60m 未満，及び 60m 以上の三つのグルー
プに分けて被害発生率を計算した。図から明らかなように，全高 60m 以上と未満では極端に被害
発生率が異なり，全高 60m 以上のエレベーターで高い発生率となっていることが分かる。 
 これらの結果から，大阪市の市街地において被害発生率が高くなっている原因としては，まず
－52－ 
全高 60m 以上の背の高いビルに設置されたエレベーターにおいて高い頻度で被害が起きているた
めであると考えることができる。 
 
（２）エレベーターの納入年別に見た被害発生の状況 
 次に，大阪地区におけるエレベーターをその納入年により耐震設計・施工指針が改定される1981
年以前（旧法対応）と以降（新法対応）のものに分けて，エレベーターの全高別被害発生率をグ
ラフ化したものを図４.１７，４.１８に示す。図から明らかなように，新法対応のエレベーター
では全高 60m 未満ではほとんど被害が起きていないのに対して，旧法対応のエレベーターでは全
高 30m 前後から徐々に被害発生率が上昇していることが分かる。しかしながら，全高 60m 以上に
ついては新法対応のものも旧法対応のものも等しく３割程度と高い比率で被害が発生している。 
 
（３）大阪市市街における被害内容の詳細 
 最後に，大阪地区におけるエレベーターの被害内容を新／旧法対応別，及び全高別に集計した
結果を表４.４，４.５に示す。表より，旧法対応のエレベーターでは，調速器ロープ関連の被害
（ロープの引っ掛かり，絡まりなど）と位置検出装置関連の被害（ポジテクタの損傷，遮蔽板の
変形など）に関する被害がいずれの高さにおいても非常に多く，全高 60m 未満では約半数，60m
以上では 46 件の被害の内 44 件までがこれらの機器に関する被害であった。これに対して，新法
対応のエレベーターでは，全高 60m 以上で主ロープ関連の被害（ロープの引っ掛り，巻上機綱車
のロープ溝からの外れなど)が非常に多く，被害全体の６割を占めている。 
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図４.１５ 大阪市中心部におけるエレベーター被害発生率と全高の分布 
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図４.１６ 地表最大加速度に対するエレベーターの全高別被害発生率の変化（大阪地区） 
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図４.１７ 旧法対応エレベーターの 200gal 未満全高別被害発生率 
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図４.１８ 新法対応エレベーターの 200gal 未満全高別被害発生率 
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表４.４ 旧法対応エレベーターの 200gal 未満全高別被害内訳 
30m未満  30m以上60m未満 60m以上 
被害を受けた機器名 件数  被害を受けた機器名 件数 被害を受けた機器名 件数 
 ポジテクタ  4  調速器ロープ  29  ポジテクタ  25 
 調速器ロープ  4  ポジテクタ  24  調速器ロープ  12 
 制御盤  3  遮蔽板  8  遮蔽板  7 
 巻上機  3  つり合いおもり  7  主ロープ  1 
 遮蔽板  2  キャッチ  4  その他  1 
 塔内  1  レールブラッケット  4   
 キャッチ  1  ハッチドア  3   
 つり合いおもり  1  電動発電機  3   
 その他  1  主ロープ  2   
   テールコード  2   
   アンカーボルト  2   
   コンペンチェーン  1   
   階床選択機  1   
   係合子  1   
   巻上機  1   
   その他  8   
 合計  20  合計  100  合計  46 
 
表４.５ 新法対応エレベーターの 200gal 未満全高別被害内訳 
30m未満  30m以上60m未満 60m以上 
被害を受けた機器名 件数  被害を受けた機器名 件数 被害を受けた機器名 件数 
 つり合いおもり  3   調速器ロープ  3  主ロープ  18 
 ガイドシュー  1   主ロープ  2  調速器ロープ  2 
    つり合いおもり  1  レールブラケット  2 
      遮蔽板  1 
      かご  1 
      キャッチ  1 
      つり合いおもり  1 
      その他  4 
 合計  4   合計  6  合計  30 
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４.５ 分析結果に対する考察 
４.５.１ エレベーターの耐震性能について 
 以上述べてきた分析結果より，兵庫県南部地震においては震源に近く揺れの非常に激しかった
神戸市中央区や灘区一帯の地域と並んで，大阪市の北区付近の市街地においてもかなりの被害が
あったことが分かった。そして，この大阪地区における被害は主に全高が 60m 以上の背の高いビ
ルのエレベーターによるものであること，またその被害の主な内容としては旧法対応のエレベー
ターにおける調速器ロープ，位置検出装置関連の被害であることが分かった。 
 ここで，これらの分析結果に加えて，大阪市の市街地における地盤がやや軟弱な堆積地盤であ
ることを考え合わせると，この地域では比較的ゆっくりとした周期で地面が揺れたために，特に
背の高いビルで揺れが増幅され，ロープ類を中心に多数の被害が出たものと考えられる。特に，
調速器ロープと位置検出装置については，古いエレベーターでは近接して設置されているケース
が見受けられており，これらが干渉しあうことにより損傷し，多数の被害が発生したものと推測
される。今後，この大阪地区における被害発生の原因についてさらに明確化するためには，ビル
の構造や地盤特性なども踏まえた調査･分析が必要であると思われる。 
 一方，表４.４，４.５に示した大阪地区における被害内訳を合計すると，調速器ロープが 50 件，
ポジテクタが 53 件，遮蔽板が 18 件となる。これを表４.２に示した兵庫県・大阪府全体における
被害内訳と比較すると，いずれも全体での被害件数のうちの半数前後が大阪地区におけるもので
あることがわかる。調速器ロープやポジテクタの被害は被害全体の中でも比較的大きな比率を占
めることから，これらの機器に対する耐震性能を向上することにより，エレベーターの地震被害
を大幅に減らすことが期待できる。 
 なお，表４.２で最も多かったつり合いおもりの被害については，大阪地区における被害内訳で
はあまり多くなかった。これらの被害は，大阪地区よりも揺れの大きかった地域で多く発生した
ものと考えられる。 
図４.１９に地表最大加速度に対する被害内訳の変化を示す。地表最大加速度が 250gal までの
領域では，調速器ロープや主ロープなどのロープ類とポジテクタ・遮蔽板の被害が大きな割合を
占める。250gal を超えるとつり合い重りの割合が大きくなり，400gal を超えると更にハッチドア
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やかごなど構造物の被害が目立ってくることが分かる。これらの結果から，地表最大加速度が概
ね 250gal 以下の領域でロープ類とポジテクタ・遮蔽板，250～400gal の領域でつり合い重り，
400gal を超える領域でハッチドアやかごの被害が発生しはじめると推定することができる。 
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図４.１９ エレベーター被害内容内訳の地表最大加速度に対する変化（兵庫・大阪地区） 
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４.５.２ 地震感知器の感知レベル適正化について 
 地震発生時にエレベーターを安全に停止させて乗客を避難させるため，多くのエレベーターに
は地震感知器が設置されている。この地震感知器には「特低」，「低」のようないくつかの感知レ
ベルが設定されている。地震感知器が「特低」レベルの揺れを検出すると，エレベーターを最寄
り階に停止し，乗客を避難させる。そして，揺れのレベルが「低」レベルを超えていない場合に
は一定時間経過後に自動的に運転を再開し，超えている場合には復旧作業員による点検後，運転
を再開するといった運用が行われている[42]。 
 ここで，近年度々発生している震度４低程度の中規模地震においては，多くのエレベーターが
「低」レベルを感知して点検待ちの状態となるが，エレベーターには損傷が無くそのまま復旧で
きるケースが多かったため，この「低」感知レベルを適正化することが（社）日本エレベーター
協会により検討された。具体的には，全高 60m 未満のエレベーターにおいて現状 120gal に設定さ
れている感知レベルを 150gal に引き上げることが検討されている。地震感知器は機械室に設置さ
れているので，これらの値は地上でのレベルに換算すると 30gal および 38gal 程度になると考え
られる。 
 これに対して，今回分析対象のエレベーターでは，地表最大加速度が最低でも 150gal 以上であ
ったため，今回の分析結果をもって感知レベルの引き上げによる影響を直接調べることはできな
いが，以下のような示唆を得ることができる。まず，新法対応のエレベーターでは，全高 60m 未
満のものについては，地表最大加速度 200gal 程度までほとんど被害が起きていないことから，新
しい感知レベルへの対応は比較的容易であると考えることができる。これに対して，旧法対応の
エレベーターについては，新法対応のエレベーターに比べて余裕が少ないことから，耐震性を強
化する対策を施すことが望ましいと考える。具体的には，調速器ロープや位置検出器関連の耐震
性を改善する必要があるものと思われる。 
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４.６ まとめ 
 兵庫県及び大阪府における約 15,000 台のロープ式エレベーターについて，兵庫県南部地震にお
ける被害事例を分析した結果，以下の結論を得た。地表最大加速度が 200gal 程度までと比較的揺
れの小さかった大阪市市街地域で発生した被害は，主に全高が 60m 以上の背の高いエレベーター
と旧法対応のエレベーターによるものであることが分かった。その被害の主な内容は，旧法対応
のエレベーターにおける調速器ロープ，位置検出装置関係の被害と新法対応のエレベーターにお
ける主ロープ関係の被害であった。新法対応の全高 60m 未満のエレベーターにおいては，地表最
大加速度 200gal 程度まで被害発生の比率は非常に低く，損傷を受けにくいことが分かった。以上
の結果から，旧法対応のエレベーターにおける調速器ロープ，位置検出装置の耐震性を改善する
ことにより，低加速度域におけるエレベーターの地震被害をかなり低減できる見通しを得た。 
 次章では，引き続き第３章で述べた被害分析システムにより，エレベーターの地震感知器の作
動特性について分析し，本章での分析結果と合わせて地震感知器の設定値適正化について検討す
る。 
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第５章 
地震感知器の作動特性の分析と設定値の適正化 
 
５.１ はじめに 
エレベーターの地震感知器の設定値には「特低」と「低」の２段階の加速度レベルがあり，地
震により「特低」レベルを感知すると安全のため運転を停止し，「低」レベルを感知していなけれ
ば一定時間後に自動復帰する。しかし，「低」レベルを感知している場合は休止状態とし，保守員
による物損有無の確認などの点検後に手動で復帰するようになっている。 
ところが，比較的高い頻度で発生する震度４から５弱程度の中規模地震では，物損被害の発生
がないにもかかわらず「低」レベルを感知して，毎回数十～数百台規模のエレベーターが休止状
態となっている。このため，エレベーターの保守業界では，顧客サービスの向上と復旧労力の低
減のため，「低」レベルの設定値を適正化することが望まれている。 
従来，地震感知器の設定値は，エレベーター各部の設計上の地震耐力などを参考として経験的
に基準値が定められており，現状の設定値が実際にどの程度の余裕をもつのかは明らかでなかっ
た。 
これに対して，本章では近年充実してきた公的地震観測網によって得られる地震記録とエレベ
ーターの保守会社が保全業務の一環とし蓄積している地震時の被害記録（保守記録データ）を統
合して分析することにより，現状の設定値の裕度を定量的に評価し，適正値の算出を試みる。さ
らに，算出した適正値に変更した場合の地震感知器の作動台数を試算し，感知器設定値を適正化
した場合の効果について評価した結果について述べる。 
これまでにも，エレベーターの地震感知器作動や物損被害を地震動と関係付けて整理する試み
はなされているが[68]，利用可能な地震観測データが限られていたこと，建物構造などの影響が
あまり考慮されていなかったため，実用に供する精度での分析が困難であった。本章では，高密
度地震観測データを用い，建物構造毎に詳細な分析を行うと同時に，地震感知器の感度特性も考
慮することで高精度な感知器作動特性の導出を試みる。 
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５.２ 適正値算出の手順 
近年，地方自治体や企業などにより高密度な地震観測網が整備され[34][35]，最大加速度など
の地震観測データが広い地域に渡って高密度に得られるようになってきた。これらのデータを空
間的に補間推定することにより，エレベーターが設置されている個々の建物に加わった地表面で
の最大加速度（地動加速度=ground acceleration）を推定することができる。これらのデータと，エ
レベーターの保守会社が保有する保守記録データに含まれる感知器作動記録を地理情報システム
を用いて地図上で対応付けることにより， 図５.１に示すような感知器作動率曲線（seismic 
shutdown ratio curve）を得ることができる[56]。 
一方，同じく保守記録データに含まれる物損被害記録を用いることにより，物損が発生し始め
る地動加速度（物損発生限界=damage occurrence criterion）を得ることができる。これより，感知
器設定値の裕度（shutdown level margin）を評価して適正値を求める。 
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図５.１ 地震感知器設定値余裕度評価の考え方 
 
５.３ 適正値算出に用いたデータ 
適正値算出においては，東京都内で調査可能であり，耐震基準が改訂された 1981 年以後に納入
され，かつ感知器が設置されている約１万５千台のエレベーターを分析の対象とした。 
エレベーターには建物最上階に設置された巻上機によりかごを吊り上げるロープ式エレベータ
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ーと，建物最下階に設置された油圧ジャッキによりかごを押し上げる油圧式エレベーターがある。
そして，地震感知器はロープ式では最上階に，油圧式では最下階に設置され，それぞれ設定値も
異なる（ロープ式：120cm/s2，油圧式：60cm/s2）。このため，適正値の算出にあたってはロープ式
と油圧式に分けて分析を行った。また，ロープ式については，建物の高さが広範囲に渡るため，
建物の応答倍率の相違を考慮して，総階床数が 10 階床以下と 11～20 階床の二つのグループに分
けて分析を行った。 
一方，地動加速度推定に用いる地震データとしては，観測点の密度が高く，かつ広い地域をカ
バーしている東京ガスの地震時導管網警報システム SIGNAL[36]のデータを用いることとした。本
システムは，東京近郊のガスの供給区域をカバーするおよそ 300 ヶ所にセンサを設置し，地震発
生時にガス導管の被害状況を推定してガスの供給停止をコントロールするものである。本システ
ムでは各観測点における最大加速度とＳＩ値[57]（スペクトル強度）が記録される。 
以下に述べる分析では，この SIGNAL によって観測されたデータの中から，東京地方で震度４程
度の揺れを観測した 1998 年 8 月 29 日と 11 月 8 日の地震のデータを用いた。なお，これらの地震
の諸元を表５.１に示す。 
 
表５.１ 評価対象地震の諸元 
発生日 １９９８年８月２９日 １９９８年１１月８日 
発生時刻 ８：４６ ２１：４０ 
震源位置 
東経 140°00′ 
北緯 35°36′ 
東経 140°00′ 
北緯 35°36′ 
震源深さ 70km 80km 
マグニチュード 5.4 4.9 
東京における震度 4 3 
 
 
 
 
５.４ 地動加速度の補間方法 
図５.２は，SIGNAL の任意に選んだ二つの観測点における最大地動加速度の間の相関係数と観
測点間の距離の関係を調べたものである。これより，観測点が近くなるほど観測される加速度値
が類似する傾向があることが分かる。そこで，観測点間の最大加速度値はおおむね連続的に変化
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すると仮定し，曲面補間により観測点間の最大加速度値を求めることとした。補間に用いる曲面
としては，離散的な点群を滑らかにつなぐ曲面として一般的に用いられるスプライン曲面[58]を
用いることとした。以下に，曲面補間の手順を示す。 
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図５.２ 観測点間距離と地動最大加速度の類似性の関係 
 
まず，図５.３に示すように対象となる地域をメッシュに区分し，各メッシュの加速度値を表わ
すノードを対応付ける。そして，観測点が含まれるメッシュのノードの値は，観測値とする。図
において，黒丸点は観測値がセットされたノードを表わし，白丸点は値がセットされていないノ
ードを表わす。曲面補間計算では，これらのノード群が作る曲面が滑らかな曲面となるよう白丸
のノードの値を計算する。これは，曲面の方程式を z g x y= ( , )とすると， 
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2  （５.１） 
を拘束条件 
   g x y Sk k k( , ) =   ( )k m= 1L  （５.２） 
  （但し，( , )x yk k は k番目の観測点の座標，Skは k番目の観測点の観測値，ｍは観測点の総数） 
のもとで最小化することにより求める。式（５.１）は曲面 z g x y= ( , )の法線ベクトルの変化量を
表わす指標であり，これを最小化することは，与えられた拘束条件のもとで最も屈曲の少ない滑
らかな曲面を求めることに対応する。なお，式（５.１）の最小化については，変分法により行っ
た。 
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図５.３ 地動最大加速度の曲面補間 
 
５.５ 感知器の感度特性を考慮した加速度補正 
 SIGNAL で得られる最大加速度値は，30Hz までフラットな感度特性を持つ地震計で計測された加
速度波形の最大値である。これに対して，エレベーターに設置される地震感知器は，人工的な振
動による誤作動を防ぐため，7Hz を超えるような高い周波数の振動に対しては，感度が落ちるよ
うに設計されている。このため，地震動の周波数成分の構成によっては，最大加速度が感知器の
設定値を超えていても作動しないことがある。 
図５.４は，補間推定して求めた加速度値を 20cm/s2毎に区分して各区分毎に感知器作動率を集
計して求めた感知器作動率曲線である。図に示すように感知器の作動率曲線は地震や地域によっ
てばらつきがある。ロープ式では，感知器に作用する地震動に建物の応答特性が影響すると考え
られるが，油圧式では，地上で観測された地震動が直接感知器に作用すると考えられる。従って，
本来なら加速度が油圧式の設定値である 60cm/s2を超える部分では，作動率がほぼ 100％になると
考えられる。しかし，実際には地震波の周波数成分が地震や地域によって異なるため，感知器の
感度特性の影響により作動率が異なる結果となっている。従って，地震や地域に関係無く統一的
に感知器の適正値を評価するためには，横軸の加速度を補正して地震波毎の相違を相殺し，作動
率曲線を正規化することが必要となる。そこで，SIGNAL の観測値として提供されるＳＩ値を用い
て地動加速度を補正する方法を検討した。 
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（ａ）油圧式エレベーター 
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（ｂ）ロープ式エレベーター（２～１０階床） 
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（ｃ）ロープ式エレベーター（１１～２０階床） 
 
 
図５.４ エレベーター種別毎の感知器作動率曲線（地動加速度の補正なし） 
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ＳＩ値は，地震波形の速度応答スペクトルの固有周期が 0.1 秒から 2.5 秒（周波数換算で 0.4
～10Hz）までの範囲の平均値をとったものであり，一般的な建物の地震による揺れ具合の大きさ
の指標として用いられる[57]。ＳＩ値の定義より，10Hz を超えるような高い周波数帯域に大きな
成分を持つ地震波では，最大加速度値が大きい場合でもＳＩ値は小さくなると考えられる。そこ
で，ＳＩ値を地震動の周波数成分の指標として用いることを考えた。 
まず，ＳＩ値が小さい場合に感知器の作動する加速度が実際に大きくなることを確かめるため，
振動台を用いた感知器の加振実験を行った。図５.５は，設定値 120cm/s2 の感知器を様々な地震
波で加振した場合のＳＩ値に対する感知器作動加速度の変化を示す実験結果である。これより，
感知器が作動する加速度は，地震波のＳＩ値が 5cm/s を下回る場合は，それ以上の場合に比べて
最大２倍程度になる場合があることが分かる。  
以上の検討結果より，地動加速度の補間に先立って，ＳＩ値が 5cm/s を下回る観測点に対して
は 0.5 倍前後において感知器作動率曲線のばらつきが小さくなるような値に加速度を補正して，
感知器の感度特性に合わせた実効的な加速度に補正することとした。 
なお，この地震感知器の加振試験と加速度の補正方法の詳細については，次章に詳しく述べる。 
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図５.５ 異なるＳＩ値の地震動に対する感知器作動加速度の変化 
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５.６ 分析結果 
５.６.１ 感知器作動率曲線 
図５.６に SIGNAL のデータをもとに求めた補正地動加速度の分布の例を示す。また，図５.７に
このような補正地動加速度を用いて求めた感知器作動率曲線を示す。図５.４の結果では，8月 29
日の足立区のケースを除いて，大きな加速度に対しても感知器作動率が高くならなかったのに対
して，図５.７では，これらの地域の加速度が補正処理により小さな値となったため，どのケース
も 8月 29 日の足立区のケースに近づき，地震や地域による感知器作動率のばらつきは小さくなっ
ている。 
しかしながら，油圧式について見てみると依然として設定値より大きな 100cm/s2付近で作動率
が 100％となっている。これについては，以下の原因が考えられる。 
埋め立て地の様な軟弱な地盤に剛な建物が建っている場合，建物と地盤の相互作用により建物
基部での地震動は自由地表面での地震動に比べて最大60％程度にまで減衰することが知られてい
る[59]。このため，自由地表面での観測値である SIGNAL の加速度値でみると，地盤条件によって
は設定値よりかなり大きな加速度で感知器が作動しはじめているように見えると考えられる。 
ロープ式では，上記に加えて建物の基部から機械室までの応答倍率を乗じた地震動が感知器に
働く。従って，感知器が作動する時の地動加速度は，地盤条件に加えて建物の応答倍率によって
も異なる値になる。 
図５.７の感知器作動率曲線を用いて感知器が作動する時の平均的な地動加速度 gを求めた結
果を表５.２に示す。平均値の算出においては，相互作用による減衰効果や建物の応答倍率が正規
分布的にばらついているとして，グラフに累積正規分布曲線をあてはめることによって求めた（図
５.７参照）。 
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図５.６ ＳＩ値で補正して補間推定した地動最大加速度の分布 
（８月２９日の地震，黒丸は SIGNAL 観測点の位置） 
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 （ａ）油圧式エレベーター 
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 （ｂ）ロープ式エレベーター（２～１０階床） 
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 （ｃ）ロープ式エレベーター（１１～２０階床） 
 
 
図５.７ エレベーター種別毎の感知器作動率曲線（地動加速度の補正あり） 
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表５.２ 感知器作動時の平均的地動加速度 g  
エレベーター種別 g  [cm/s2] 
油圧式        86 (21)＊ 
ロープ式(２～１０階床）        85 (24) 
ロープ式（１１～２０階床）        59 (11) 
＊カッコ内は標準偏差を示す 
 
 
５.６.２ 物損発生限界 
東京都内では地震データと対応付けられる物損被害の記録が無いため，物損発生限界について
は第４章で述べた兵庫県南部地震時の分析結果を用いた。 
図５.８に大阪地区において観測された地動加速度と物損が発生したエレベーターの所在地を
示す。できるだけ SIGNAL の観測データと条件をそろえるため，地動加速度は，種々の観測機関が
発表した観測データ[60]のうち，自由地表面での観測値と思われるものを示した。 
また，公表されている速度応答スペクトル[60]から大阪地区の地震動のＳＩ値を推定してみた
ところ，おおむね 10cm/s 以上であることが分かった。従って，これらの地動加速度データは感知
器の感度特性に応じた補正の必要はないと考えられる。 
大阪地区では SIGNAL に比べて観測点数が少ないため，個々の建物に働いた地動加速度の特定は
難しいが，図５.８より大阪地区で物損被害が発生している地域の地動加速度は，おおむね 150～
250cm/s2と推定される。これより，物損発生限界は最低でも 150cm/s2程度と考えられる。 
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図５.８ 兵庫県南部地震で物損被害を受けたエレベーターの分布 
 
 
 
５.６.３ 感知器設定値の裕度 
今回の分析結果では，感知器が作動する時の地動加速度は平均値 gに対して±２～３割程度の
変動がある結果となった。この変動分は，主に，５.６.１節で触れた建物と地盤の相互作用によ
る最大加速度の減少効果の相異，更にロープ式エレベーターでは建物の１階から最上階までの応
答倍率の相異により生じる変動であると考えられる。 
ここで，相互作用と応答倍率の相異による変動は，感知器作動の地動加速度と物損発生限界の
地動加速度に対して同じ方向の変動となる。例えば，相互作用による加速度の減少が平均より大
きい建物，あるいは応答倍率が平均より小さい建物では，地動加速度に対する建物の応答倍率が
小さくなるため，感知器が作動する地動加速度と物損が発生し始める地動加速度は，共に平均よ
り大きくなる方向に変動することになる。従って，感知器の作動から物損が生じるまでの加速度
の余裕は，実質的には概ね両者の平均値の差によって評価できると考えられる。よって，今回の
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検討では，大阪地区について得た 150cm/s2という値を物損発生限界の平均値と想定して，これと
gの比を感知器設定値の安全率とし，評価に用いることとした。 
比較を分かり易くするために物損発生限界値である 150cm/s2を（感知器設定値／ g）倍，すな
わち油圧式に対しては 0.70 倍，ロープ式 2-10 階床に対しては 1.41 倍，ロープ式 11-20 階床に対
しては 2.03 倍して，それぞれのエレベーターにおける感知器設置点での加速度に換算した結果を
表５.３に示す。これより，現状の設定値では物損発生限界に対して 1.8～2.5 倍程度の安全率と
なっていることが分かる。 
ところで，ロープ式の設定値については，1999 年 4 月に実施された昇降機設計指針の改訂に伴
い，基準値が 120cm/s2から 150cm/s2に改定されている。この新設定値では，ロープ式１０階床以
下において 1.4 倍程度の安全率となる。油圧式の設定値を同程度の安全率とするなら，75cm/s2
まで上げられることになる。 
 
表５.３ 感知器設置点換算での感知器作動加速度と物損発生加速度 
エレベーター種別 
感知器作動加速度
[cm/s2] 
物損発生加速度 
[cm/s2] 
油圧式 60 105 
ロープ式（２～１０階床） 120 212 
ロープ式（１１～２０階床） 120 305 
 
 
５.７ 感知器作動台数の試算 
第５.６節で求めた感知器作動率曲線を用いて，感知器設定値を変更した場合の作動台数の変化
を試算した。まず， gを設定値の変更相当分だけ変化させた平均値と変動分に相当する分散を持
った累積正規分布曲線を用意し、これを地動加速度に対する感知器の作動確率関数として地動加
速度分布における各メッシュ区分毎の感知器作動台数を計算し，全体の作動台数を求めた。 
表５.４の結果は，1998 年 8 月 29 日の地震に対して，ロープ式を新設定値 150cm/s2，油圧式を
75cm/s2とした場合の感知器作動台数である。これより，設定値を変更することにより感知器作動
台数を約７割程度削減できることが分かる。 
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表５.４ 感知器作動エレベーターの台数 
エレベーター種別 
現状設定値の場合
（実測値） 
適正化後 
（推定値） 
低減率 
油圧式 199 29 85 [%] 
ロープ式（２～１０階床） 738 177 76 [%] 
ロープ式（１１～２０階床） 241 73 70 [%] 
合計 1178 293 75 [%] 
 
 
５.８ まとめ 
エレベーターの保守記録データと高密度地震観測網から得られる地震観測データを用いて，地
震感知器設定値の裕度を評価し，適正設定値を検討した結果について述べた。本検討では，地震
動観測データから個々のエレベーターに加わった地動加速度を曲面補間により推定する方法につ
いて示し，さらに地震感知器の感度特性を考慮してＳＩ値を用いて地動加速度を実効的な加速度
に補正する方法を示した。 
これらの方法を用いて感知器作動率曲線を求め，適正値を検討した結果，ロープ式エレベータ
ーの新設定値は物損発生限界に対して1.4倍程度の安全率を持っていると推定されること，油圧式
エレベーターの設定値をロープ式の新設定値と同程度の安全率とするなら，75cm/s2まで上げられ
ることが分かった。また，現行設定値をこれらの値に変えることにより，感知器作動台数を約７
割低減できることが分かった。 
なお，本章では地震感知器の作動率曲線を求めるに際して，ＳＩ値により地動加速度を補正す
る方法を用いたが，この補正方法の妥当性については，次章に詳しく述べる。 
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第６章 
地震感知器の感度特性評価 
 
６.１ はじめに 
首都圏では，震度４から５弱程度の中規模地震が年間１０～２０回程度発生しており，毎回数
十～数百台規模のエレベーターが地震感知器（以下，感知器と略記する）の作動により休止状態
となっている。この様な中規模地震では，感知器が作動してもエレベーターに物損被害が発生す
ることが無いため，前章では地震時のエレベーター休止台数の削減を目的として，感知器の感知
レベルの適正化を検討してきた。 
地震感知レベルの適正化を実現するためには，地震動の地表面での最大加速度（以下地動加速
度と呼ぶ）に対する感知器作動率の関係を表す感知器作動率曲線（図５.１）を求める必要があっ
た。このため，東京都内の約２万台のエレベーターを対象として，地動加速度に対する感知器作
動率を調べてきた。その結果，感知器作動率は同一の地動加速度であっても地震や地域によって
大きく差があり，実際にはかなりばらつくことが分かった。このばらつきは地震動の地域的な周
波数成分の相違により生じるものと考え，前章では地動加速度の観測値に対してＳＩ値[43][57]
を用いて補正することで統一的な感知器作動率曲線を得る方法を検討してきた。しかしながら，
実際の地震波に対する地震感知器の感度特性の観点から見た上記補正方法の妥当性については未
確認であった。 
そこで，本章では感知器を様々な地震波で加振することにより，地震波の周波数成分の相違に
対する感知器感度の関係を調べ，上記の補正方法の妥当性を検証し，これら加振試験の結果とそ
れにより得られた感知器の感度特性について述べる。 
 
６.２ エレベーターの地震感知器 
６.２.１ 地震感知器の構造 
 エレベーターに設置されている地震感知器は，図６.１に示すような機械的に揺れを感知する機
構を備えたセンサ装置である。図において鋼製の感知体は永久磁石によって吸着懸下されており，
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地震の揺れにより水平方向に設定加速度以上の力が加わると，落下してマイクロスイッチを作動
させるようになっている。 
 感知器は通常エレベーターの機械室に設置されており，ロープ式エレベーターでは建物最上階
に，油圧式エレベーターでは再下階に設置される。そして，感知器の作動設定値については，日
本エレベーター協会よりロープ式と油圧式のそれぞれについて表６.１に示す値が推奨されてい
る[61]。 
 ここで，「特低」設定値は地震で感知器が作動して一定時間後にエレベーターの運転を自動的に
再開できるレベル，「低」設定値は感知器作動後は保守作業員による点検後でないとエレベーター
の運転を再開できないレベル，「高」設定値は災害時の消防活動に使用する非常用エレベーターの
ための設定値として定められているものである。本報告で，対象とする感知器の作動は，保守作
業員の出動が必要となる「低」設定値に関するものである。 
 
永久磁石
レバー　　
マイクロスイッチ
感知体
   
永久磁石
レバー　　
マイクロスイッチ感知体
 
（ａ）通常時                （ｂ）作動時 
図６.１ 感知レバー式地震感知器の構造 
 
表６.１ エレベーター地震感知器の設定値（cm/s2） 
種別 （特低）設定 （低）設定 （高）設定 備考 
ロープ式６０ｍ以下 ８０ １２０ ２００ 平成１１年４月以前 
ロープ式６０ｍ以下 ８０ １５０ ２００ 平成１１年４月以後 
油圧式 ３０ ６０ －  
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６.２.２ 地震感知器の実際の作動状況 
 実際の地震における感知器の作動状況を分析した例を図６.２に示す。分析に用いたデータは，
表６.２に示す地震における感知器の作動データであり，都内で調査可能であった約１万５千台の
エレベーターに関するものである。地動加速度の分布は，東京ガスのＳＩＧＮＡＬ[36]によって
観測されたデータをもとに補間推定して求めた。感知器作動率は，地動加速度を２０cm/s2毎に区
分して，それぞれの加速度区分に含まれるエレベーターの数と感知器が作動したエレベーターの
台数を求め，その比率として感知器の作動率を計算した。これらの図は，地動加速度が比較的大
きかった地域に関するものである。 
 これらの分析結果から，同一加速度に対する作動率は地震や地域によってかなりばらつきがあ
ることがわかる。特に，油圧式エレベーターでは感知器が最下階の地表付近に設置されており，
建屋の影響が少ないと考えられるのにもかかわらず，ばらつきが見られる。すなわち，感知器の
設定値６０cm/s2 に対して，足立区では８０cm/s2 程度で作動率が５０％であるのに対して，大田
区と品川区では１４０cm/s2に至っても作動率が５０％に達していない。また，１１月８日のデー
タでは，いずれのケースも６０cm/s2より大きな加速度になっても作動率は５０％に達していない。 
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図６.２ 地動加速度に対する感知器作動率 
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表６.２ 分析に用いた地震の諸元 
地震発生日 1998 年 8 月 29 日 8 時 46 分 1998 年 11 月 8 日  21 時 40 分 
震源位置 北緯 35 度 36 分，東経 140 度 0 分 北緯 35 度 36 分，東経 140 度 0 分
震源深さ 70 km 80 km 
マグニチュード 5.4 4.9 
東京地方震度 4 3 
エレベーター停止台数 1,010 台＊ 951 台＊ 
＊１９８１年以後に設置された全高６０ｍ以下のエレベーター約 15,000 台が対象 
 
６.２.３ ＳＩ値による地動加速度の補正 
 ＳＩＧＮＡＬによって提供される最大加速度値は，３０Hz までフラットな応答特性を持つ地震
計で計測された加速度波形の最大値である。一方，エレベーターに設置される地震感知器は，人
工的な振動による誤作動を防ぐため，７Hz を超えるような高い周波数に対しては，感度が落ちる
ように設計されている[62]。感知器作動率が低くなったケースでは，地震動が感知器の感度が低
くなる高い周波数帯域に大きな成分を持っていたために，地動加速度が大きくても作動率が低く
なった可能性がある。 
 一方，ＳＩＧＮＡＬでは最大加速度値以外の観測値としてＳＩ値が提供されている。これは，
地震波形の速度応答スペクトルの固有周期が 0.1 秒から 2.5 秒（周波数換算で 0.4～10Hz）まで
の範囲の平均値をとったもの（単位は cm/s を用いる）であり，地震動が構造物に及ぼす効果を全
体としてとらえる指標として用いられる[57]。従って，１０Hz を超えるような高い周波数帯域に
大きな成分を持つような地震波は，最大加速度値が大きい場合でもＳＩ値は小さくなる。 
 図６.３は，先に示した二つの地震におけるＳＩＧＮＡＬ観測点での最大加速度値に対するＳＩ
値の比率（以下ＳＩ値比率と呼ぶ）を示したものである。図より，感知器作動率が比較的高かっ
た８月２９日の足立区では，ＳＩ値比率が 0.04 以上となっている。これに対して，感知器作動率
が低かった８月２９日の大田区と品川区，１１月８日の港区と渋谷区では，ＳＩ値比率が 0.04 よ
り小さい観測点が最大加速度の大きな地域で多くみられる。 
 そこで，最大加速度値が大きいにもかかわらずＳＩ値が小さい地域に対しては，加速度値を感
知器感度に見合った大きさに補正することを考える。図６.４は，このような考え方に従って補正
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した加速度に対して感知器作動率を求めた結果である。ここでは，ＳＩ値が４cm/s 以下で最大加
速度値が７０cm/s2 以上という基準で選定した観測値に対して表６.３に示すような感度係数を掛
けた。この選定基準と感度係数は，比較的作動率が高かった足立区を基準とし，これに他の地域
の作動率が近付くように設定したものである。これらの結果から，このような地動加速度の補正
を導入することによって感知器作動率のばらつきをかなり低減できることが分かる。 
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（ａ）Ｈ１０年８月２９日の地震 
 
 
（ｂ）Ｈ１０年１１月８日の地震 
 
図６.３ ＳＩ値比率（ＳＩ値／最大加速度）の地域的相違 
（図中の英数字コードは後述のＫ－ＮＥＴ観測点を表す） 
足立区
品川区
大田区
港区
渋谷区
足立区
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大田区
港区
渋谷区
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図６.４ ＳＩ値で補正した地動加速度に対する感知器作動率 
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表６.３ 地動加速度補正に用いた感度係数 
地震・地域 感度係数 
８月２９日・足立区 1.0 
８月２９日・大田区 0.5 
８月２９日・品川区 0.5 
１１月８日・港区 0.6 
１１月８日・渋谷区 0.6 
 
 
６.３ 地震感知器の加振試験手順 
 これまでの検討により，最大加速度値に比してＳＩ値が小さい観測値について地動加速度に補
正を加えることにより，感知器作動率の地震や地域によるばらつきを低減できる可能性があるこ
とが分かった。そこで、実際にＳＩ値の相違による感知器の感度の変動を調べるため，振動台を
用いた加振試験を行った。以下にその試験手順を述べる。 
 
６.３.１ 加振試験装置の構成 
 図６.５に加振試験装置の構成を示す。地震感知器は公称で設定値±２０cm/s2 程度のばらつき
を持っているので、振動台上には，感知器を５台設置して同時加振し、平均的な作動点を求める
ようにした。各感知器は固定治具を介して所定の設置姿勢で振動台上に設置できるようにした。
入力加振波形は，ポテンショメータにより振幅が自由に変えられるようにしておき，感知器が作
動する加速度を設定できるようにした。実際に感知器に加わった加速度は感知器の近くに設置し
た加速度センサにより計測した。感知器の作動は前記加速度センサのデータとともに時刻歴デー
タとして記録し，加速度波形のどの時点で作動したかが分かるようにした。振動台には，３トン
振動台（油圧式，水平・垂直２軸，水平最大変位±50mm，水平最大加速度 980cm/s2）を使用した。
また，感知器には多くのエレベーターで使用されている機種である東洋オートメーション製のビ
ブラインＶ－８５８Ｎ１（低 120cm/s2）を使用した。 
 次に，入力加振波としては，生の地震波形データが入手可能なＫ－ＮＥＴの観測データを用い
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た。ここで，Ｋ－ＮＥＴとは独立行政法人防災科学技術研究所が日本全国１０００ヶ所に約２５
ｋｍ間隔に設置した地震観測網である。地震発生時に記録された地震波データは，観測センター
に収集してデータベース化され，広く地震研究に活用できるようインターネット上で公開されて
いる。 
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図６.５ 加振試験装置の構成 
 
６.３.２ 周波数感度特性試験 
 はじめに，感知器の基本特性として，周波数感度特性を調べる加振試験を実施した。これは，
図６.６（ａ）に示すように一定周波数の正弦波振動を振幅を徐々に増加させながら加え，感知器
が作動した時点での加速度振幅を求めるものである。これを様々な周波数について行うことによ
り，感知器の周波数感度特性を得る。 
次に，振動が連続的に加わる場合と単発的に加わる場合の相違を調べるため，単一正弦波状の
パルス波形を用いた加振試験を実施した。これは，図６.６（ｂ）に示すように一定周期の単一正
弦波状のパルス振動を与え，感知器が作動する加速度振幅Ａを求めるものである。この入力波形
は，周波数ｆを中心としてその前後に広がりを持つような周波数成分を持つ波形となる。連続正
弦波の場合と同様にｆを様々に変えて試験を行った。 
これらの試験は，１台の感知器について行い，各周波数に対して３回測定を行った。 
－84－ 
１
ｆ ＝一定 時間
???
  
１
ｆ
Ａ
時間
???
 
       （ａ）連続正弦波             （ｂ）単一正弦波 
図６.６ 正弦波による加振試験波形 
 
６.３.３ 地震波を用いた加振試験 
 地震波を用いた加振試験では，感知器の個体差や地震波形の再現性により，感知器の作動加速
度がかなりばらつくと考えられる。そこで，この試験では５台の感知器を同時に加振し，平均的
な作動加速度を求めることとする。以下に，図６.７を用いて手順を説明する。 
 まず，加振試験装置のポテンショメータを感知器が十分作動すると思われる倍率に設定して加
振し、その時の作動率（５台のうち作動した台数の割合）を求める（図６.７①）。次に，①の１
／２の倍率で加振し（②），作動率が５０％より小さければ①と②の中間の倍率で加振する（③）。
また，作動率が５０％より大きければ②の１／２の倍率で加振する。 ③の作動率が５０％より大
きければ更に②と③の中間の倍率で加振する（④）。以上の操作を繰り返して適度な間隔までつめ
たところで、線形補間により５０％作動点を求める（⑤）。 
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図６.７ 地震波による加振試験手順 
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６.４ 加振試験結果 
６.４.１ 周波数感度特性試験結果 
 図６.８に感知器の周波数感度特性の試験結果を示す。連続的な振動を与えた場合は，周波数
７Hz まではほぼ設定値に誤差を考慮した定格作動範囲である１２０±１９cm/s2 以内で作動して
いるが，１０Hz ではかなり大きな作動加速度となっており，感度が著しく低下している。この試
験結果は，感知器のメーカーで行われている試験結果と一致している。 
 これに対して，単発的な振動を与えた場合は，波形の周波数成分が高くなるにつれて感知器の
感度は徐々に低下しており，５～７Hz 付近でもかなり感度が低下することがわかる。従って，感
知器は単発的な振動に対しては連続的な振動よりも感度が低くなる性質を持っていることがわか
る。 
 
0
50
100
150
200
250
300
350
400
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
周波数 [Hz]
作
動
加
速
度
 [
cm
/s
2 ]
連続波
単一波
 
図６.８ 感知器の周波数感度特性（各周波数について３回測定） 
 
定格作動範囲
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６.４.２ 地震波を用いた加振試験結果 
 地震波を用いた加振試験の結果を表６.４に示す。本試験では，Ｋ－ＮＥＴから入手可能な地震
波の中から，ＳＩＧＮＡＬの観測網がカバーする領域（東京２３区とその周辺）に含まれている
観測点の，震度３～４程度の揺れに相当する地震波を選んで使用した。表中の卓越周波数は，地
震波のフーリエスペクトルの中で最も大きな振幅を持つ成分の周波数であり，地震波の主要な周
波数成分を表わす。今回入手した地震波では，卓越周波数が１０Hz 前後となるような波が得られ
なかったので，入手した地震波のサンプリング間隔を縮めることにより周波数成分を高域にシフ
トした地震波を用意した。表中Ｎｏ.１４～１９は，このようにして得た地震波である。 
 表中のコードで表される観測点の位置は，図６.９に示す通りである。なお，これらの観測点の
位置は，図６.３に示したＳＩ値比率の分布図中にも示してあるので参照されたい。 
 図６.１０にＳＩ値に対する感知器作動加速度の変化を示す。ＳＩ値が５cm/s を超える地震波
では，感知器作動加速度が大体１７０cm/s2 前後で一定しているのに対して，ＳＩ値が５cm/s 以
下の地震波では，感知器作動加速度が１５０から３５０cm/s2の広い範囲に分布している。これよ
り，地震波の最大加速度が感知器の設定作動加速度を超えていても，ＳＩ値が５cm/s 以下の場合
は感知器が作動しないこと，すなわち感知器の感度が低下することが分かる。また，ＳＩ値が５
cm/s以下の地震波の作動加速度は，ＳＩ値が５cm/sを超える地震波の平均作動加速度１６６cm/s2
の最大２倍程度となっている。これより，ＳＩ値が５cm/s以下の地震波に対する感知器の感度は，
最も低下する場合で０.５倍程度になることが分かる。従って，地震や地域による感知器作動率曲
線のばらつきをなくすためには，ＳＩ値が５cm/s 以下の地震波に対して，感知器感度の低下に合
わせて最高０.５倍程度の補正を加える必要があることが分かる。 
以上のことから，６.２.３節で述べた地動加速度の補正方法において，ＳＩ値４cm/s 以下の観
測点に対して何らかの感度係数を掛けるという点については，ほぼ妥当であると判断することが
できる。感度係数として０.５または０.６の一律の値を用いることが妥当であるかは，今回の試
験結果だけでは分からない。しかし，値のオーダーとしては妥当であるとみなすことができる。
なお，図６.４に示した感知器作動率の補正結果は，ＳＩ値４cm/s 以下の観測点を補正したもの
であったが，これはＳＩ値５cm/s 以下としても図６.４とほとんど同じ結果が得られることを確
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認している。 
 
表６.４ 地震波を用いた加振試験の結果 
地震波 感知器作動加速度 感知器作動ＳＩ値 卓越周波数
No. 
観測点ｺｰﾄﾞ 発生日 方向 [cm/s2] [cm/s] [Hz] 
1 KNG001  98.8.29 (EW) 162  8.7  5.0 
2 SIT011  98.8.29 (EW) 157  10.5  1.1 
3 TKY007  98.8.29 (NS) 147  4.3  5.0 
4 TKY007  98.11.8 (NS) 157  5.3  4.0 
5 KNG001  98.11.8 (NS) 153  5.4  5.5 
6 SIT011  98.11.8 (EW) 181  7.0  3.5 
7 KNG001  96.12.21(EW) 170  11.3  1.5 
8 SIT011  96.12.21(EW) 173  9.8  1.1 
9 TKY007  96.12.21(EW) 157  6.8  4.0 
10 SIT011  97.8.9  (NS) 160  13.6  1.1 
11 CHB002  98.8.29 (EW) 171  3.8  6.5 
12 SIT013  98.8.29 (NS) 183  12.1  3.5 
13 CHB002  98.11.8 (EW) 177  5.2  6.0 
14 TKY007  98.8.29 (NS)(*1) 198 3.3  8.0 
15 CHB002  98.8.29 (EW)(*1) 329 4.8  10.4 
16 KNG001  98.11.8 (NS)(*1) 251 4.7  8.8 
17 TKY007  98.8.29 (NS)(*2) 315 3.8  10.0 
18 CHB002  98.8.29 (EW)(*2) 358 5.0  13.0 
19 KNG001  98.11.8 (NS)(*2) 296 3.7  11.0 
    (*1) 周波数 1.6 倍シフト，(*2) 周波数２倍シフト 
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図６.１０ ＳＩ値に対する感知器の作動加速度 
  Ｋ－ＮＥＴ観測点 
  ＳＩＧＮＡＬ観測点 
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６.５ 試験結果に対する考察 
今回の加振試験によれば，エレベーターの地震感知器は，地震波の最大加速度が感知器の設定
作動加速度を超えていてもＳＩ値が５cm/s 以下の場合は感度が低下すること，また，その場合の
感度は最も低下する場合で０.５倍程度になることが分かった。 
しかしながら，図６.１０に示したようにＳＩ値が５cm/s 以下の地震波では感知器作動加速度が
１５０から３５０cm/s2の広い範囲にばらついており，このグラフだけでは具体的に感度係数をい
くつに定めるべきかは分からない。６.２.３節で述べた補正方法では，地域毎に一律の感度係数
としたが，今回の試験結果から判断すると，この値は地震や観測点毎に異なっているのではない
かと考えられる。これに対して，以下に示す改善方法が考えられる。 
 ＳＩ値は速度応答スペクトルの平均値であるから，地震波形の加速度振幅を大きくすると，そ
れに比例してＳＩ値も大きくなる。しかし，加速度振幅を変えても地震波形の周波数成分は変わ
らない。従って，ＳＩ値だけでは地震波形の周波数的な性質を表せないことになる。 
 そこで，ＳＩ値を最大加速度で割って正規化することで，より適切に地震波の周波数的な特徴
を表せると考えられる。図６.１１は，ＳＩ値を最大加速度で割ったＳＩ値比率を横軸として感知
器作動加速度をプロットしたものである。これより，感知器作動加速度はＳＩ値比率に対して連
続的に変化する関係になっていることが分かる。従って，ＳＩ値比率の大きさに応じた感度係数
を用いることにより，より高精度に加速度を補正できると考えられる。 
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図６.１１ ＳＩ値比率に対する感知器の作動加速度 
 
６.６ まとめ 
 エレベーターの感知器作動設定値の適正化を目的として，感知器作動率曲線における地動加速
度補正方法に関して，手法の妥当性を検証するために地震波を用いた加振試験を行い，以下の結
論を得た。 
１）地震感知器は，７Hz を超える高い周波数の振動に対して著しく感度が低下し，連続的な振
動よりも単発的な振動に対して感度が低下する特性を持つ。 
２）地震波のＳＩ値が５cm/s を下回る場合，最大加速度が地震感知器の設定値を超えていても
地震感知器は作動せず，最小約０.５倍に感度が低下する。 
３）上記の結果より，感知器作動率の地震や地域によるばらつきを低減するためにＳＩ値が小
さい地動加速度値を補正する補正手法は妥当であることを確認した。 
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第７章 
被害予測のための地動分布の類似性検討 
 
７.１ はじめに 
 地震感知器が動作してエレベーターが休止状態となるような規模の地震は，関東近郊で年間
１０～２０回程度発生しており，毎回数十～数百程度のエレベーターが休止している。しかし，
そのほとんどのケースでは物損被害が発生していないため，これまでの章では地震感知器の感知
レベルを適正化して不必要な復旧業務を削減することについて検討してきた。 
 一方，１９９２年の東京湾を震源とする地震では，首都圏で数万台に及ぶエレベーターが休止
状態となり，その復旧に多大の時間と労力を費やした。このため，地震発生時にエレベーターの
被害の規模を素早く把握して迅速な復旧作業を展開することが顧客サービス向上の観点から重要
な課題となっている。そこで，本章以下では地震発生時に地震感知器の作動状況をすばやく把握
するエレベーターの地震被害予測システムについて検討する。 
ビルや一般家屋の地震被害予測については，従来，距離減衰式[66]と地盤増幅特性を用いて地
面の揺れの分布を求め[67]，揺れの大きさに応じて想定した被災率により予測する方法が種々提
案されており [39][68]，エレベーターの被害予測に対しても試みられている[67]。しかしながら，
これらの方法では，被害予測対象地域に関する詳細な地盤情報が必要であること，予測精度が低
いことなどから，実用化には至っていなかった。そこで，本論文では事例データを用いた予測手
法について検討する。本手法では，地震の事例データベースのなかから地面の揺れの分布（地動
分布）が類似となるような地震を検索し，その地震における地動分布や感知器動作を含む被害発
生の事例データから被害発生の分布を予測するものである。 
 本章ではまず，関東近郊で観測された主な地震について，その地動分布の類似性について検討
し，実際にこのような予測手法が可能であることを確認すると同時に，地動分布の類似性と震央
位置，震源深さ，マグニチュードとの関係について検討した結果について述べる。 
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７.２ 事例データを用いた地震被害予測の概念 
エレベーターの地震被害を予測するためには，まずエレベーターが設置されているビルに対す
る加振入力を推定することが必要である。これに対して，図７.１に示すように地震工学では地表
の最大加速度ＡＧが以下の式で概算できるという考え方が用いられることが多い[43]。 
 
     A R f H MG G= ( , , )∆    （７.１） 
 
ここで，ｆはマグニチュードがＭで震源の深さがＨである地震において震央距離（震源の真上の
地表面上の点である震央から観測点までの距離）がΔである観測点における工学基盤上の揺れの
強さを与える関数で，一般に距離減衰式と呼ばれているものである。工学基盤とは地震波の伝達
特性が工学的に一様であるとみなせる地中に想定した地層である。また，ＲＧは工学基盤上端から
地表面までの表層地盤の地質構造によって決まる応答倍率である。 
 しかし，式（７.１）を用いてＡＧを求めるためには，ビル毎に異なるＲＧをボーリング調査など
の手段により求めなければならない。また，距離減衰式ｆについても種々の経験式が提案されて
いるだけで，汎用的に使用可能な実用的な公式はまだない状況である。 
 次に，ビルの加振入力ＡＧからエレベーターの被害を推定する方法としては，ビルやエレベータ
ーの構造強度パラメータなどから解析やシミュレーションによって求める方法が考えられる。し
かしこの場合も，ビルやエレベーター毎に膨大なパラメータを調査する必要があるのと同時に，
現状では実用的な解析あるいはシミュレーションの手段が確立されていない状況である。 
 そこで，本研究においては図７.２に示すような事例データを用いた地震被害の予測手法につい
て検討する。 
 式（７.１）の考え方に従うなら，震央位置，震源深さ，マグニチュードがほとんど同じである
地震については，任意の観測点におけるｆの値もほとんど同じになると考えられ，ＲＧは地震によ
って変化しないパラメータであるから，ＡＧもまたほとんど同じになると考えられる。従って，震
央位置，震源深さ，マグニチュードがほとんど同じ地震に対するＡＧの分布，すなわち地動分布の
記録があれば，それをもとにＡＧを推定することが期待できる。 
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 次に，ＡＧからエレベーターの被害を推定する方法についても，やはり過去の被害事例データを
用いる方法が考えられる。すなわち，過去の地震におけるエレベーターの被害事例を分析するこ
とにより，例えば加振入力ＡＧに対する被害発生率の変化を統計的に求めておき，これを用いて被
害の発生を推定するものである。この時，ＡＧと被害発生率の関係はビルの高さ，構造，古さなど
によって異なることも考えられるので，いくつかのグループに分類したビルあるいはエレベータ
ー毎にＡＧと被害発生率の関係を求めることが考えられる。 
なお，ＡＧについては地震発生時に直接観測することも考えられるが，現状ではＡＧを地震発生
直後に入手する手段はなく，そのような観測網を新たに整備するには多大のコストを要する。 
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図７.１ 地震波の伝播過程の概念 
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図７.２ 事例データを用いた被害予測手法 
 
７.３ 地動分布パターンの類似性評価 
 第７.２節で示した被害予測の手法が成り立つためには，震央位置，震源深さ，マグニチュード
が類似の地震ではその地動分布が類似になっていなければならない。そこで，実際そのような現
象があるかどうかを実際の地震データについて検討した。また，地動分布が類似であるとみなせ
るためには震央位置，震源深さなどがどの程度近い値であればよいかを実際の地震データを用い
て検討した。これらの結果を以下に示す。 
 
７.３.１ 対象とした地震データ 
 今回検討の対象としたデータは，東京瓦斯の地震時導管網警報システムＳＩＧＮＡＬ[36]によ
り観測された地震データである。本システムでは，図７.３に示すように東京近郊のガスの供給区
域をカバーする３３１ヶ所に加速度センサとＳＩ値（地面の揺れのスペクトル強度）センサを設
置し，地震発生時にはこれらの観測データを用いて各地域のガスの導管の被害状況を推定し，ガ
スの供給停止をコントロールするものである。 
－95－ 
 本システムによる観測データは，均質で緻密な観測網により比較的長い期間にわたって観測さ
れたデータであり，今回の検討の目的である地動分布の類似性の相互比較には適したデータであ
ると見なすことができる。 
表７.１に今回検討の対象とした地震の一覧を示す。また，図７.４にこれらの地震の震央位置を
示す。これらの地震は，ＳＩＧＮＡＬのデータの公開が開始された１９９４年５月から１９９８
年４月までの約４年間分の全てである。 
 図７.４に示すように，No.５の北海道東方沖の地震，No.８，No.１０の岩手県沖の地震，No.
２６の福島県沖の地震，及び No.３７の愛知県東部の地震については，他の地震に比べて震央位
置が著しく遠方にあるため別途検討することとし，以下の検討では関東近郊で起きた４４件の地
震について検討する。また，ＳＩＧＮＡＬでは，各観測点について最大加速度とＳＩ値が得られ
るが，エレベーターの地震感知器では揺れの強さの尺度として最大加速度を用いているので，今
回の検討では，最大加速度の分布の類似性について検討する。 
 
 
神奈川県
東京都
山梨県
埼玉県
茨城県
千葉県
 
図７.３ ＳＩＧＮＡＬの加速度／ＳＩ値センサの設置箇所 
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表７.１ 分析対象とした地震の一覧 
年 No. 震源位置 発生日時 緯度 [度・分] 
経度 
[度・分] 
震源深さ
[km] 
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
[M] 
1 東京都東部  5 月 27 日 23:53 35 42 139 42 42 4.0 
2 千葉県南部  6 月 29 日 11:01 34 57 139 53 60 5.2 
3 千葉県北部  7 月 20 日 13:31 35 46 140 7 81 4.3 
4 神奈川県西部 10 月 4 日 2:56 35 29 139 5 24 4.3 
5 北海道東方沖 10 月 4 日 22:22 43 22 147 43 23 8.1 
6 茨城県南西部 11 月 4 日 19:06 36 4 139 55 59 4.5 
7 東京都西部 12 月 19 日 15:54 35 50 139 12 16 4.4 
1994 
8 三陸遥か沖 12 月 28 日 21:19 40 26 143 45 0 7.5 
9 東京湾  1 月 1 日 5:52 35 37 140 6 76 4.8 
10 岩手県沖  1 月 7 日 7:37 40 18 142 32 30 6.9 
11 茨城県南西部  1 月 7 日 21:34 36 17 139 59 70 5.4 
12 茨城県南西部  1 月 8 日 4:28 36 19 139 58 72 4.6 
13 茨城県沖  1 月 10 日 3:00 35 56 141 26 45 6.2 
14 千葉県北部  2 月 7 日 4:23 35 54 139 52 68 4.0 
15 千葉県北部  3 月 10 日 2:25 35 45 140 15 74 4.3 
16 茨城県南西部  3 月 23 日 7:24 36 6 40 1 58 5.1 
17 茨城県中部  4 月 12 日 14:23 36 27 140 37 52 4.6 
18 東京湾  5 月 20 日 3:23 35 16 139 46 89 4.6 
19 相模湾  7 月 3 日 8:53 35 6 139 30 120 5.6 
20 茨城県南部  7 月 30 日 3:24 35 54 140 36 50 5.0 
21 茨城県南部  8 月 27 日 14:32 36 6 140 3 69 4.6 
22 千葉県北西部  9 月 26 日 20:45 35 34 140 8 79 4.4 
23 茨城県南部 10 月 12 日 15:03 36 2 139 57 48 4.3 
24 茨城県南部 11 月 5 日 13:12 36 5 139 55 50 4.3 
1995 
25 東京地方 11 月 12 日 6:01 35 41 139 30 49 4.5 
26 福島県沖  2 月 17 日 0:22 37 19 142 32 51 6.6 
27 山梨県東部  3 月 6 日 23:53 35 24 138 54 20 5.8 
28 千葉県北西部  4 月 6 日 5:12 35 32 140 5 78 4.2 
29 山梨県東部  8 月 9 日 3:16 35 30 138 54 20 4.7 
30 茨城県沖  9 月 11 日 11:37 35 7 141 3 30 6.6 
31 山梨県東部 10 月 25 日 12:25 35 5 139 0 30 4.9 
32 千葉県北西部 11 月 24 日 7:40 35 42 140 6 70 4.7 
33 房総沖 11 月 28 日 16:40 34 36 140 18 50 5.5 
1996 
34 茨城県南部 12 月 21 日 10:29 36 6 139 48 40 5.5 
35 静岡県伊豆  3 月 4 日 12:51 34 54 139 06 0 5.6 
36 千葉県北西部  3 月 9 日 21:07 35 36 140 12 80 4.6 
37 愛知県東部  3 月 16 日 14:51 34 54 137 30 40 5.6 
38 茨城県南部  3 月 23 日 14:59 36 00 140 06 70 4.9 
39 千葉県北西部  7 月 9 日 18:29 35 36 140 06 80 5.0 
40 埼玉県南部  8 月 9 日 5:34 35 54 139 30 70 5.1 
41 東京湾  9 月 8 日 8:40 35 36 140 00 110 5.2 
42 茨城県南部 11 月 2 日 7:13 36 06 140 00 40 4.2 
43 千葉県北西部 12 月 6 日 15:40 35 42 140 06 60 4.7 
1997 
44 千葉県北西部 12 月 7 日 8:02 35 42 140 06 60 4.3 
45 千葉県北西部  1 月 14 日 2:17 35 36 140 18 80 5.0 
46 千葉県南部  1 月 16 日 10:58 35 12 140 18 60 4.8 
47 茨城県南部  3 月 8 日 13:46 36 06 139 48 40 4.7 
48 茨城県沖  3 月 23 日 18:37 36 24 141 12 40 5.4 
1998 
49 福島県沖  4 月 9 日 17:45 36 54 141 00 90 5.4 
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図７.４ 分析対象とした地震の震央位置 
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７.３.２ 類似性の尺度 
 二つの地震に関して全ての観測点において観測値がほぼ同じであるなら，二つの地震の地動分
布は類似であるとみなすことができる。しかし，実際には，観測値が同じでなくても地動分布が
類似であると見なせる場合が考えられる。例えば，マグニチュードは地震のエネルギーに関する
指標であるから，マグニチュードの大きさは各観測値の大きさには影響を与えるが，揺れの大き
な地域と小さな地域の分布，すなわち地動分布のパターンには影響を与えないと考えられる。こ
のような場合，一方の観測値を定数倍すると，他方と同じになることが考えられるので地動分布
は類似であると見なすことができる。このような，地動分布のパターンの類似性を表わす尺度と
して本研究では相関係数を用いることとした。 
ある地震における観測値を xiとし，もう一つの地震における観測値を yiとする時，これら二組
の観測値の相関係数を類似性Cxyと定義し，以下の式で計算することとする。 
 
     C
s
s sxy
xy
xx yy
=     （７.２） 
 
ここで， sxx， syy， sxyはそれぞれｘの分散，ｙの分散，ｘとｙの共分散である。Cxyは－1 から
＋ 1 までの値を取り， xi と yi の関係が y ax b a= + > ( )0 に近づくほど１に近づき，
y ax b a= − + > ( )0 に近づくほど－1に近づく。そして，両者の関係が無関係になるほど０に近づ
く性質を持っている。従って，地動分布のパターンの類似性が高いほどCxyは１に近い値となる。 
 
７.３.３ 類似性に影響を与える要因の検討 
表７.１に示した地震について地動分布のパターンの類似性を式（７.２）で定義した類似性尺度
Cxyにより計算し，震央間距離を横軸としてプロットした結果を図７.５に示す。震央間距離が近
いほどCxyが１に近くなる傾向があることは認められるが，震央間距離が近い場合にもその類似
性には大きなばらつきがある。そこで，震央間距離に加えて震源深さの違いやマグニチュードの
違いなど地動分布のパターンの類似性に影響を与える因子を特定するため，重回帰分析[63]の手
法により検討を行った。 
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重回帰分析は，目的変数ｙを説明変数 xi（ｉ＝１…ｐ）から予測する線形結合の式（重回帰式） 
 
    $y a a x a x a xp p= + + + +0 1 1 2 2   L    （７.３） 
 
を統計的に推定するものであるが，推定した回帰式の偏回帰係数aiの有意性などから xiのｙに与
える影響を評価することもできる。ここでは，震央間距離や震源深さの違いが類似性Cxyに及ぼ
す影響を概略的に線形であると仮定して重回帰分析を行い，これらのパラメータが類似性に及ぼ
す影響の大小を評価するものである。 
ところで，震央間距離をΔｄ，震源深さの差をＨｄとしたとき 
 
     L Hd d d= +∆ 2 2    （７.４） 
 
として， ＨｄのCxyに及ぼす影響を震源の地中における３次元的な距離である震源間距離Ｌｄに織
り込んで評価することも考えられる。そこで，以下の検討ではΔｄ，Ｈｄ，マグニチュードの差Ｍ
ｄに加えて震源間距離Ｌｄも説明変数の候補として扱うこととする。 
まず，説明変数の候補として用意したΔｄ，Ｈｄ，Ｍｄ，Ｌｄ，および目的変数であるCxyの相互
の相関関係について調べた結果を表７.２に示す。 
Δｄ，Ｈｄ，Ｍｄ相互の相関係数は高々0.3程度でほとんど相関がなく，これらの変数は互いに独
立な説明変数の候補とすることができる。しかし，ＬｄについてはΔｄ，Ｈｄと式（７.４）の関係
式で結ばれていることから，必然的にこれらの変数と相関があり，ＬｄにはΔｄ，Ｈｄの情報が含
まれていると考えることができる。そこで，以下の重回帰分析における説明変数の組み合わせで
は，ＬｄとΔｄ，Ｈｄは同時に用いないようにする。 
一方， Δｄ，Ｈｄ，Ｍｄ，ＬｄとCxyの関係については， ΔｄとＬｄにかなり相関が認められるが，
Ｍｄには相関が無い。このことから，ΔｄとＬｄについては，Cxyへの影響があるが，Ｍｄについて
はほとんど影響が無いことが予想できる。なお，Ｈｄについては一概には判断できない。 
次に，Δｄ，Ｈｄ，Ｍｄ，Ｌｄの様々な組み合わせについて重回帰分析を行った結果を表７.３に
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示す。表において，ｔ値は重回帰分析によって推定された偏回帰係数の有意性に関する指標であ
り，この値の絶対値が大きいほど推定された偏回帰係数が有意であると考えることができる。重
相関係数は，回帰式で計算した予測値と実測値の相関係数である。寄与率は目的変数の変動のう
ち得られた回帰式によって説明される部分の大きさの割合を表わし，この値が１に近いほど得ら
れた回帰式が目的変数の変動をよく説明していると見ることができる。 
表７.３および図７.６を見ると，ΔｄとＬｄおよびΔｄとＨｄの組み合わせに対してＭｄを含めたも
のと含めないものでは，寄与率においてほとんど差異が無い。このことから，ＭｄはCxyの変動に
対してほとんど関係が無いと見ることができる。また，ΔｄとＬｄおよびΔｄとＨｄの組み合わせに
ついて寄与率を比較してみると，0.26から 0.3程度でありそれほど大きな相違はない。このこと
から，Ｈｄの影響は単独の説明変数としても，震源間距離Ｌｄに織り込んだとしてもそれほど大き
な影響はなく，Cxyの変動の大部分はΔｄによって説明されると見ることができる。この傾向は，
各変数の偏回帰係数に対するｔ値においても認めることができる。 
以上のことから，地動分布のパターンの類似性に最も大きな影響を持つのは震央間距離であり，
震源深さの差はそれほど大きな影響を与えないということが分かる。また，マグニチュードの差
については，地動分布のパターンの類似性には全く影響せず，予想通り観測値の大きさの差にの
み影響していると考えることができる。 
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図７.５ 震央間距離に対する地動分布パターンの類似性 
 
表７.２ 類似性Cxyと各パラメータ相互の相関値 
 Δｄ Hｄ Mｄ Lｄ Ｃｘｙ 
Δｄ 1.00000     
Hｄ 0.27928 1.00000    
Mｄ 0.30952 0.11076 1.00000   
Lｄ 0.98674 0.41668 0.31304 1.00000  
Ｃｘｙ -0.51279 -0.32437 -0.05096 -0.53133 1.00000 
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図７.６ 説明変数の種々の組み合わせに対する寄与率 
 
７.３.４ 震源深さの考慮 
地震工学においては，震源の深い地震では浅い地震に比べて表面波が現われにくいなど震源の
深さによって地震波の性質が違ってくることが知られている[43]。そこで，ここでは震源の深さ
の差ではなく，深さそのものが地動分布のパターンの類似性に及ぼす影響について検討してみた。 
図７.７に震源深さが６０ｋｍ以下の地震同士を比較した場合と，震源深さが６０ｋｍ以上の地
震同士を比較した場合について，震央間距離に対する地動分布のパターンの類似性をプロットし
たものである。ここで，６０ｋｍという数値は，今回の検討対象の地震が震源深さ６０ｋｍを境
にしてほぼ同数の二つのグループに分けることができることから設定した値である。なお，地震
工学では震源の浅い地震と深い地震を７０ｋｍ程度で分ける考え方もあるので，上記の分類方法
は概ね妥当であると考えることができる。 
図を見ると，全体的には二つのグループは同じような傾向を示しているが，震央間距離が２０
km 以下の部分で地動分布の類似性にかなり差があることが認められる。この部分における，震
央間距離Δｄや震源深さの差Ｈｄの平均値を比較してみると，表７.４に示すように二つのグループ
の間で有意な差は認められない。従って，この部分における地動分布の類似性の差は震源の深さ
そのものからくるものであると考えることができる。 
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震源深さ６０ｋｍ以下，震央間距離２０ｋｍ以下の地震について重回帰分析した結果を表７.５
に示す。これより，これらの地震においても地動分布の類似性に最も影響を与えるのは震央間距
離Δｄであり，震源の深さの差Ｈｄはほとんど影響を与えないことが分かる。 
説明変数としてΔｄのみを用いた場合の回帰式から，類似性Cxyが 0.7 となるΔｄの値を求める
と 16.6ｋｍとなる。従って，地動分布の類似性Cxyが 0.7 以上の場合に類似な分布であると見な
すならば，誤差の幅も考慮して震央間距離が大体 20ｋｍぐらいまでの地震は，地動分布が類似に
なるということができる。 
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図７.７ 震源深さが６０ｋｍ以下と６０ｋｍ超えのグループの地動分布類似性の相違 
 
表７.４ 二つのグループにおける諸量の平均値 
震源深さ 震央間距離 [km] 深さの差 [km] Ｍの差 類似性Ｃxy 
６０ｋｍ以下 10.84  8.50  0.6  0.75059  
６０ｋｍ超え 11.69  9.06  0.4  0.45752  
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表７.５ 震源深さ 60km 以下，震央間距離 20km 以下の地震に対する重回帰分析結果 
説明変数 偏回帰係数 定数項 ｔ値 重相関係数 寄与率
Δｄ Hｄ Lｄ Δｄ Hｄ Lｄ 定数項
Hｄ － -0.00010 － 0.75145 － -0.03995 － 27.61274 0.00815 0.00007
Lｄ － － -0.00537 0.83136 － － -2.33791 22.07105 0.43069 0.18550
Δｄ -0.00880 － － 0.84599 -4.15989 － － 32.28469 0.64726 0.41895
Δｄ,Hｄ -0.00882 0.00029 － 0.84368 -4.07654 0.14706 － 27.22227 0.64769 0.41950
 
 
７.４ マグニチュードによる揺れの大きさの補正 
これまでの検討結果から，震源深さが６０ｋｍ程度までの浅い地震については，震源深さの違
いに関わらず震央間距離が 20ｋｍぐらいまでのものについて地動分布のパターンが類似になる
ことがわかった。また，マグニチュードの違いは地動分布のパターンには影響せず，観測値の大
きさにのみ影響することが示唆された。そこで，ここではマグニチュードの違いから観測値の大
きさを補正して任意のマグニチュードに対する観測値を求める方法について検討する。 
地震工学における距離減衰式やマグニチュードの推定式を総合すると，地震のマグニチュード
と，ある観測点における最大加速度ＡＧの関係は大体以下の形式で表現される。 
 
    log ( , , )A M K H GG = +α ∆    （７.５） 
 
ここで，αは比例定数であり，関数Ｋは観測点からの震央距離Δや震源深さＨ，あるいは観測点
の表層地盤の地質構造Ｇに関係する項目をまとめた関数である。 
式（７.５）では，マグニチュードは観測値の大きさにのみ影響を与え，Ｋの部分が地動分布の
パターンを決める形となっている。これは，これまでの検討結果と合致するものであり，ここで
は式（７.５）を前提として実際の地震データから比例定数αを求め，マグニチュードと観測値の
大きさの関係を定式化することを試みる。 
地動分布のパターンが同じである地震については，各観測点においてＫの値が同じになると考
えることができる。これをβｉとおくと，観測点ｉでは， 
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      log A MGi i= +α β    （７.６） 
     （但し，α，βｉは定数） 
 
となるので，観測値からの直線回帰によってαを求めることができる。実際には，各観測点につ
いてαを求め，それらを平均したものをもってαの推定値とすることができる。 
茨城県南西部の直径２０ｋｍ範囲内に集中する図７.８に示す地震を対象として，上に述べた手
順によりαを求めてみた。これらの地震は表７.６に示すようにいずれも震源深さが６０ｋｍ以下
であり，相互の類似性は平均 0.758と高いものである。 
計算の結果，αの平均は 0.580，標準偏差は 0.147となった。これよりマグニチュードがＭ１で
ある地震の地動分布の観測値 AG
1 から同じ震央位置で起こったマグニチュードＭ２の地震の観測
値 AG
2 を求めるには，以下の補正式を用いればよいことが分かった。 
 
     A AG
M M
G
2 0 58 110 2 1= −. ( )    （７.７） 
 
図７.８に示した地震について，相互に観測値を式（７.７）で補正して比較した結果，補正によ
り得た値と実測値との差の平均は 0.463gal，標準偏差は 19.742galとなり，概ね良好に一致する
ことがわかった。一例として，図７.９に No.42の地震（Ｍ＝4.2）の観測値を補正して No.16の
地震（Ｍ＝5.1）の観測値と比較した結果を示す。 
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表７.６ 茨城県南西部に集中している地震の諸元 
年 No. 震源位置 発生日時 緯度 [度・分] 
経度 
[度・分] 
震源深さ
[km] 
ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ
[M] 
1994 6 茨城県南西部 11 月 4 日 19:06 36 4 139 55 59 4.5 
16 茨城県南西部  3 月 23 日 7:24 36 6 40 1 58 5.1 
23 茨城県南部 10 月 12 日 15:03 36 2 139 57 48 4.3 1995 
24 茨城県南部 11 月 5 日 13:12 36 5 139 55 50 4.3 
1996 34 茨城県南部 12 月 21 日 10:29 36 6 139 48 40 5.5 
1997 42 茨城県南部 11 月 2 日 7:13 36 06 140 00 40 4.2 
1998 47 茨城県南部  3 月 8 日 13:46 36 06 139 48 40 4.7 
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図７.８ 茨城県南西部に集中している地震の震央位置 
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図７.９ 実測値と補正値の比較 
（地震 No.16：Ｍ＝5.1, 地震 No.42：Ｍ＝4.2） 
 
 
７.５ 検討結果に対する考察 
今回の検討結果では，実際に震央間距離が近い場合に地動分布が類似になることが確認され，
類似となるための条件もかなり明確にすることができた。また，その場合の類似の程度について
も相関係数で 0.7～0.8程度とかなり高いものであり，高精度な地動推定が期待できるものである。
また，マグニチュードが異なる地震の観測データから所定のマグニチュードの地震に対する地動
分布の推定値を求める補正式についても，補正によって得た値と実測値との差が±20gal 程度と
概ね良好なものとなっている。これらの結果から，本研究で開発しようとしている事例データを
用いた予測方法では，東京近郊という狭い範囲の詳細な地動分布をかなり適切に推定することが
期待できる。 
ここに示した検討結果は，東京瓦斯の地震時導管網警報システムＳＩＧＮＡＬに４年間にわた
って蓄積された多くのデータに基づくものであり，得られた結果の信頼性については，かなり高
いと考えることができる。 
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７.６ まとめ 
 地震発生後のエレベーターの復旧業務を合理化することを目的としたエレベーターの被害予測
に関して，予測のベースとなる地震事例データにおける地動分布の類似性について検討し，以下
の結論を得た。 
１）地動分布のパターンの類似性に対して最も大きな影響を持つ要素は震央間距離であり，震
源深さの差はそれほど大きな影響を持たない。また，マグニチュードは地動分布のパター
ンには影響を与えず，観測値の大きさにのみ影響を与える。 
２）地動分布のパターンが類似であると見なせる地震は，震源深さが６０ｋｍより浅いものに
ついて，震央間距離がおおよそ２０ｋｍ以内のものであり，その場合の類似性は相関係数
で 0.7～0.8程度の高いものである。 
３）マグニチュードの違いから観測値の大きさを補正して任意のマグニチュードに対する観測
値を求める補正式を示した。本補正式によって得た値と実測値との差は±20gal 程度と概
ね良好なものである。 
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第８章 
地震による運転休止台数の予測 
 
８.１ はじめに 
 現在，国内の多くのエレベーターは地震感知器（以下，感知器と略記する）を備え，地震時に
は安全確保のため運転を停止するようになっている。この感知器の設定値には「特低」と「低」
の２段階の加速度レベルがあり，「特低」レベルを感知すると運転を停止し，一定時間後に自動復
帰する。しかし，「低」レベルを感知した場合は休止状態とし，保守員による物損有無の確認後に
手動で復帰するようになっている[42]。 
 大都市圏では，震度４クラス以上の地震が年間十数回程度発生しており，毎回数十～数百台程
度のエレベーターが「低」レベルを感知して休止状態となっている。また，1992年の東京湾浦賀
水道付近を震源とする震度５クラスの地震[64]では，首都圏で数万台に及ぶエレベーターが一度
に休止状態となり，その復旧に多大の時間と労力を費やした。このため，地震発生後にエレベー
ターの感知器の作動状況を素早く把握して，迅速な復旧作業を展開することが顧客サービスの観
点から重要な課題となっている。 
 これに対して，感知器の作動をエレベーターの保守管制センターに自動通報可能な遠隔監視シ
ステムの導入が進められているが，まだ普及途上である。また，遠隔監視システムは通信手段と
して一般の電話回線を使用しているため，数万台のエレベーターが一度に休止状態となるような
大規模地震時には，回線容量不足のため状況把握が十分に行えないという問題がある。このため，
地震発生直後にエレベーターの運転休止台数の規模や分布を即時把握して復旧体勢を整えるため
の運転休止台数予測システムが必要である。 
 ところで，地震発生時に被害予測を行なう防災システムについては，鉄道やガス，水道といっ
たライフライン系の事業団体や自治体などで種々のものが開発されている[35]。これらのシステ
ムの多くは，地震動分布の推定に距離減衰式を用いているが，地盤増幅率を求めるための詳細か
つ広範囲の地質データを得ることが難しいことなどから，地震動推定の精度確保が難しい状況に
ある。 
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 そこで，近年整備されつつある高密度地震観測網に蓄積された地震動分布の観測記録と，エレ
ベーターの保守データベースに含まれる感知器の作動記録をもとに高精度に運転休止台数を予測
するシステムを開発した。本章では，この運転休止台数予測システムで用いた予測手法とその有
効性について評価した結果について述べる。 
 
８.２ 地震時運転休止台数の予測手法 
 地震によりエレベーターの感知器が作動する過程には，震源位置からの距離による地震波の減
衰，地盤特性による地震動の増幅，エレベーターの設置されている建物の階床数や構造による応
答特性など様々な要因が関係している。従って，任意の場所に発生した地震に対して任意の地域
にあるエレベーターの感知器の作動を予測するには，地盤条件や建物・エレベーターの諸特性な
ど膨大なデータが必要となる。しかし，これらのデータを全てのエレベーターに対して用意する
ことは現実的ではない。 
 そこで，本研究ではこれまでに起きた地震の震源位置とマグニチュードに対する地表面での最
大加速度（以下，地動加速度=ground accelerationと呼ぶことにする）の分布の記録，およびそ
れらの地震において感知器が作動したエレベーターの記録を蓄積し，これらのデータから統計的
な傾向を抽出してモデル化することにより予測する手法を考案した。 
 予測手順は，図８.１に示すように大きく二つのブロックから構成される。まず，発生した地震
の震源位置，マグニチュードを入力として，過去の地震記録から抽出した地動加速度の分布パタ
ーンの類似性を用いて予測対象地域の地動加速度分布を計算する地動分布推定部と，感知器の作
動記録から抽出した感知器作動率曲線（seismic shutdown ratio curve）を用いて各地域毎に感知
器の作動したエレベーターの台数を計算する感知器作動台数推定部からなる。それぞれのブロッ
クの詳細について以下の節で説明する。 
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図８.１ 地震感知器作動予測の手順 
８.３ 地動加速度分布の推定 
 地震工学では，ある地点における地動加速度 GA は以下の式で概算できるという考え方が用いら
れることが多い[43]。 
 
 A R f H MG G= ( , , )∆ ··················（８.１） 
 
ここで， f は図８.２に示すようにマグニチュードがＭで震源の深さがＨである地震において震央
距離（震源の真上の地表面の点である震央から観測点までの距離）がΔである観測点における地
震基盤上の揺れの強さを与える関数で，一般に距離減衰式と呼ばれているものである。地震基盤
とは地震波の伝達特性が工学的に一様であるとみなせる地中に想定した地層である。また， GR は
地震基盤上端から地表面までの表層地盤の地質構造によって決まる応答倍率である。この GR の影
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響があるために，地動加速度分布は震源に近いほど大きいといった単純な分布とはならない。 
 式（８.１）の考え方に従うなら，震央位置，震源深さ，マグニチュードがほとんど同じである
地震については， GA の分布，すなわち地動加速度分布はほとんど同じになると考えられる。そこ
で，震源位置，震源深さ，マグニチュードと地動分布の関係を均質で緻密な観測網により比較的
長い期間にわたって観測されたデータである東京ガス株式会社の地震時導管網警報システム
SIGNAL[36]の観測データについて調査した。本システムは，東京近郊のガスの供給区域をカバ
ーするおよそ 300ヶ所に加速度センサを設置し，地震発生時にガス導管の被害状況を推定してガ
スの供給停止をコントロールするものである。本システムの観測データは，広く地震研究に活用
できるようインターネット上で公開されている。 
 第７章に述べたように，1994年 5月から 1998年 4月までに SIGNALが観測した 49件の地震
について調査した結果，震源深さが 60km 程度と比較的浅い地震に対して，震央間距離が 20km
程度の地震の間で地動加速度分布の相関が0.7程度とかなり類似性が高くなることが分かった（図
８.３）。また，マグニチュードと地動加速度の大きさの関係は以下の関係式で近似できることが
分かった。 
 
 MG aA 58.010⋅= ····························（８.２） 
 
ここで， aは震源からの距離や地質条件によって異なる係数である。 
 
 以上のことから，地動加速度分布の推定方法としては，過去に発生した種々の地震における震
源位置，マグニチュードとその時の地動加速度分布のデータベースを構成しておき，被害を予測
すべき地震に対しては，与えられた震源位置に近い場所で発生した地震をデータベースからピッ
クアップし，式（８.２）を用いてその地震の地動加速度分布を与えられたマグニチュードに応じ
た大きさに補正することによって推定することができる。 
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図８.２ 震源からエレベーターまでの地震動の伝達過程 
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図８.３ 地震間の地動加速度分布の類似性 
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８.４ 感知器作動台数の推定 
８.４.１ 感知器作動台数の推定方法 
既に述べた SIGNALを始めとして，地方自治体や企業などにより高密度な地震観測網が整備さ
れ[34][35]，最大加速度などの地震観測データが広い地域に渡って高密度に得られるようになって
きている。これらのデータを空間的に補間推定することにより，エレベーターが設置されている
個々の建物に働いた地動加速度をある程度推定することができる。これらのデータと，エレベー
ターの保守会社が保有する保守記録に含まれる感知器作動記録を地図上で対応付けることにより
感知器作動率曲線を得ることができる[56][65]。 
 ここで，エレベーターには建物最上階に設置された巻上機によりかごを吊り上げるロープ式エ
レベーターと，建物最下階に設置された油圧ジャッキによりかごを押し上げる油圧式エレベータ
ーがある。そして，感知器はロープ式では最上階に，油圧式では最下階に設置され，それぞれ設
定値も異なる（ロープ式：120cm/s2，油圧式：60cm/s2）。このため，エレベーターの機種やエレ
ベーターが設置されている建物の高さによって上記の感知器作動率曲線は異なるものになる。 
 この感知器作動率曲線を用いることにより，感知器作動台数の推定は以下の手順で行うことが
出来る。まず，エレベーターをその駆動方式や建物の高さによって幾つかのグループに分類し，
その各グループ毎に過去に発生した種々の地震における感知器の作動記録を集計し，感知器作動
率曲線を求めておく。そして，感知器作動台数を予測する際には，図８.４に示すように予測対象
地域を矩形区域に区分し，各区域に働いた地動加速度を第８.３節で述べた方法により求める。そ
して，各区域に含まれるエレベーターに対して，グループ毎に対応する感知器作動率曲線を用い
て感知器作動台数を求める。 
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図８.４ 感知器作動エレベーター台数推定計算の手順 
 
 
 
８.４.２ 感知器作動率曲線の特定 
東京都内の約１万５千台のエレベーターを対象として保守記録と SIGNAL の地震観測データ
を用いて感知器作動率曲線の特定を行った。特定に用いた地震は，SIGNALの観測データにある
ものの中で感知器作動台数の多かった 1998年 8月と 11月の地震とした。特定にあたっては，既
に述べたように感知器の設置場所や設定値が異なるため，ロープ式と油圧式に分けて特定を行っ
た。また，ロープ式については，建物の高さが広範囲に渡るため，建物の応答倍率の相違を考慮
して，総階床数が 10階床以下と 11～20階床の二つのグループに分けて特定を行った。総階床数
が 20階床を超えるエレベーターは超高層ビル対応となり数も少なく，感知器の構造も特殊である
ため，今回の検討対象から除外した。また，感知器の設定値については，1981年の建築基準法の
改定に伴い大きく変更されているので，1981年以後に設置されたエレベーターを対象とした。な
お，これ以前に設置されたエレベーターの数は全体の１割程度である。  
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 （ｂ）ロープ式エレベーター（２～１０階床） 
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 （ｃ）ロープ式エレベーター（１１～２０階床） 
 
図８.５ エレベーター種別毎の感知器作動率曲線 
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 感知器作動率曲線の特定結果を図８.５に示す。図において，折線は実データから求めた感知器
作動率であり，比較的地震動の大きかった地域について示している。点線で示す曲線は，建物の
応答倍率などのばらつきにより感知器が作動する地動加速度が正規分布的にばらつくとして，累
積正規分布曲線を当てはめた結果である。 
 図８.５の横軸の加速度値は SIGNALの観測値として得られる最大加速度値そのものではなく，
感知器の感度特性に合わせて補正した値となっている。これは，SIGNALの加速度センサが，30Hz
までフラットな感度特性を持つのに対して，エレベーターに設置される感知器は，人工的な振動
による誤作動を防ぐため，7Hzを超えるような高い周波数で感度が落ちるように設計されており，
この感度特性の相異を反映するためである。具体的には，SIGNAL の観測値として最大加速度とと
もに得られる SI値[57]を指標として，加速度が 70cm/s2を上回るにもかかわらず，SI値が 4cm/s
以下の観測値を約 0.5倍とする補正処理を行った[65]。 
 上記の補正を行うことにより，感知器の作動率は地震や地域によらず概ね図８.５に示す曲線で
代表できると考えることができる。そこで，感知器作動台数の予測には，この曲線を用いるもの
とする。 
 
８.５ 運転休止台数の予測結果 
 提案した予測手法の有効性を確認するため，実際の地震における運転休止台数と本手法で予測
した台数の比較検討を行った。比較対象とした地震は，1992年 2月 2日に発生した東京湾浦賀水
道付近を震源とするマグニチュード 6.1 の地震[64]であり，表８.１にその概要を示す。また，予
測対象としたエレベーターは，1992年当時東京都内で 1981年以後に納入され，20階床以下の建
物に設置されているエレベーターである。 
 上記地震に関する地動加速度の高密度な観測記録はなく，この地震のデータは地動加速度分布
推定のためのデータベースおよび感知器作動率曲線の特定には用いていない。但し，感知器の作
動記録は残されており，今回はその記録と予測結果を比較した。この地震では，東京都内で震度
５（旧震度階）を記録し，数万台に及ぶエレベーターが一度に休止状態となったもので，本研究
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で目的とする運転休止台数予測システムを用いた早期復旧対応が必要とされるケースであるとみ
なすことができる。 
  
表８.１ 評価に用いた地震の諸元 
発生日 １９９２年２月２日 
発生時刻 ４：０４ 
震源位置 
東経 139°44′17” 
北緯 35°13′14” 
震源深さ 85.3km 
マグニチュード 6.1 
東京における震度 5 
 
 
８.５.１ 地動加速度分布の推定結果 
図８.６に地動加速度分布推定部が計算した推定結果を示す。一般に大きな河川周辺の沖積層地
盤や湾岸地域の埋め立て地盤では地盤増幅率が大きくなるが，図８.６の推定結果でも東京東部の
河川周辺地域や湾岸地域で地動加速度が大きくなっていることがわかる。一方，関東ローム層な
どの台地からなる東京中西部の地域では東部地域に比べて地盤増幅率があまり大きくならないと
されるが，図８.６の推定結果では局所的に地動加速度が大きくなっている地域があることがわか
る。また，図８.７には実際に観測された地動加速度[64]と推定値の比較を示す。この観測データ
は主に東京中西部で観測されたものであるが，推定値と実測値は概ね一致している。 
 これらの結果より，本推定手法ではマクロ的な地質情報では再現できない局所的な地動加速度
の起伏を推定することができ，高精度な地動推定が可能であると考えることができる。 
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図８.６ 地動最大加速度分布の推定結果 
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図８.７ 地動最大加速度の予測値と実測値の比較 
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８.５.２ 運転休止台数の予測結果 
図８.８は，本手法により 1km 四方の矩形区域毎に求めた運転休止台数を，もともと設置され
ているエレベーターの設置台数に対する比率（作動率）に換算して実測値と比較したものである。
ここで，作動率としたのは設置台数そのものの分布の影響を除いて予測結果を比較するためであ
る。図８.８より，東京湾に面した湾岸地域でやや大きめに予測されているが，東京中西部地域で
は実測値とかなり似た分布の傾向が認められる。 
 表８.２は，予測結果と実際における総休止台数の比較を示す。今回予測対象としたエレベータ
ー8,585 台のうち実際に感知器が作動して休止状態となったエレベーターが 5,004 台であるのに
対して，予測結果は 6,667台（実台数に対して+33%）となっている。 
 また，図８.９には東京都２３区毎の実台数と予測台数の比較を示す。各地域の休止台数の予測
値のばらつきは実測値に対する標準偏差でσ=140台程度となった。 
 ここで，予測台数が実台数から大きく外れている区は，やはり港区や大田区などの湾岸地域で
あり，これらの地域で多めに予測されたことが，表８.２の総休止台数における誤差の主要な要因
であると考えられる。 
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（ａ）予測結果 
 
 
（ｂ）実測結果 
 
図８.８ 感知器作動エレベーターの分布 
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表８.２ 感知器作動エレベーターの数 [台] 
評価対象エレベーター総数 8,585 
感知器作動エレベーター予測結果 
6,667 
(+33%) 
感知器作動エレベーター実測値 5,005 
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図３.９ 東京都内２３区毎の感知器作動エレベーター台数予測値と実測値の比較 
 
８.６ まとめ 
 地震動分布の観測記録とエレベーターの保守記録に含まれる感知器の作動記録をもとに高精度
に運転休止台数を予測する手法を開発し，その有効性について評価するため，過去の震度５クラ
スの地震に対して試計算を行った。その結果，総休止台数，およびその分布において，実際と予
測結果はよい一致を見た。 
 地震時に運転休止となったエレベーターを迅速に復旧するためには，地震発生直後に運転休止
台数の全体規模を把握し，運転休止台数が多大となる場合には直ちに特別復旧チームを編成する
などの対応が必要となる。また，運転休止エレベーターが特定の地域に集中している場合には，
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周辺地域からの応援要請を行う必要もある。今回開発した地震時運転休止台数の予測手法は，こ
のような早期復旧対策に必要な情報を十分提供し得るものであると考えることができる。 
 今回は一つの代表的な地震について評価を行い，有効な結果を得ることができたが，今後は様々
な規模の地震に対して同様な評価を行い，予測結果の検証を進めていくことが必要である。 
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第９章 
結論 
 
９.１ 総括 
エレベーターの耐震性能については、損傷モードの分類，つり合い重りやロープ類の振動挙動
解析などの観点では論じられてきたが、実際の地震におけるエレベーターの挙動について地震入
力と関係付けた形での組織的な調査、分析はあまり行なわれていなかった。本論文では、エレベ
ーターの保守データベースに含まれる物損記録と、近年充実してきた公的地震観測網によって得
られる地震記録とを付き合わせることにより、実際の地震におけるエレベーターの耐震性能を明
らかにするとともに、この知見に基づいた合理的な地震感知器の適正化や被害予測システムに関
して研究した結果について述べた。 
 第２章では，まず現状のエレベーターの地震対策について概観し，現状地震対策における課題
について検討した。その結果，中小規模の地震ではエレベーターに物損が発生しないにもかかわ
らず多数のエレベーターが停止しており，エレベーターの実際の耐震性能に適合した感知器作動
レベルの適正化が必要であることを示した。また，地震後の復旧作業を早期に立ち上げるために
エレベーターの休止状況の即時把握が課題であることを示した。 
第３章では，地震感知器適正化を検討する上でベースとなる地震入力とエレベーター被害の関
係を分析する被害分析システムの構成について検討し，エレベーターと地震観測データを地理的
情報と対応付けて空間的に分析する空間分析プログラムと，エレベーターを種々の条件下で分類
集計およびグラフ化する統計分析プログラムとからなる地震被害分析システムを提案した。 
 第４章では，上記被害分析システムを用いて実際に兵庫県南部地震における約 15,000 台のエレ
ベーターの被害事例を分析した結果を示した。本分析の結果，地表最大加速度が 200gal 程度まで
の比較的小さな揺れにおける被害は，全高が 60m 以上のエレベーターと旧法対応のエレベーター
によるものであること，全高 60m 未満のエレベーターにおいては，旧耐震基準に対して新耐震基
準で明らかに被害が軽減されていることなどを明らかとした。 
第５章では，第３章で述べた被害分析システムを用いて，地震入力と地震感知器の作動確率と
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の関係を求め，第４章における被害分析結果と合わせて地震感知器設定値の適正値を検討した。
本検討では，地震観測データから個々のエレベーターに加わった地動加速度を曲面補間により推
定する方法について示し，さらに地震感知器の感度特性を考慮してＳＩ値を用いて地動加速度を
実効的な加速度に補正する方法を示した。これらの方法を用いて適正値を検討した結果，ロープ
式エレベーターの新設定値は物損発生限界に対して1.4倍程度の安全率を持っていると推定され
ること，油圧式エレベーターの設定値をロープ式の新設定値と同程度の安全率とするなら，75cm
/s2まで上げられることを示した。また，現行設定値をこれらの値に変えることにより，感知器作
動台数を約７割低減できることを明らかとした。 
 第６章では，第５章で述べた地震感知器の作動確率分析において用いた地震入力の補正方法に
関して，実験によりその妥当性を検証した。その結果，地震波のＳＩ値が５cm/s を下回る場合，
最大加速度が地震感知器の設定値を超えていても地震感知器は作動せず，最小約０.５倍に感度が
低下すること，これより，感知器作動率の地震や地域によるばらつきを低減するためにＳＩ値が
小さい地動加速度値を補正する補正手法は妥当であることを確認した。 
 第７章と第８章では，地震後のエレベーターの早期復旧を目的としたエレベーターの被害予測
システムについて検討した。 
第７章では，関東近郊で観測された主な地震について，その地動分布の類似性について検討し
た結果，震源深さが６０ｋｍより浅いものについて，震央間距離がおおよそ２０ｋｍ以内の地震
間では地動分布のパターンが 0.7～0.8程度の相関で類似することを示した。また，マグニチュー
ドの相違に対する補正式を考案し，事例データにより±20gal 程度の誤差で地動分布を推定でき
ることを示した。 
第８章では，上記予測方法により実際に震度５クラスの地震に対してエレベーターの停止台数
を予測した結果，総休止台数，およびその分布において，実際と予測結果はよい一致を見た。こ
れにより，今回開発した地震時運転休止台数の予測手法は，地震後のエレベーター早期復旧対策
に必要な情報を十分提供し得るものであることを示した。 
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９.２ 今後の展望 
 兵庫県南部地震を契機として，国や地方自治体，気象庁，大学，企業などにより次々と高密度
な地震観測網が整備され，現在もその精力的な拡充が続けられている。従来の地震観測網は，ど
ちらかと言うと大学などの研究機関が地震現象そのものの観測・研究を目的として活用すること
が多かったが，兵庫県南部地震後は，地震発生直後の災害規模の早期把握や復旧対策など防災用
途への活用比重が高まっている。そして，近年では更に積極的に地震が発生する前の事前の策へ
の活用が進展してきている[70]。本論文で述べた事例データを用いたエレベーターの耐震性能評
価と地震防災もその一方法と考えることができる。 
震度４から５弱程度の中規模地震については，国内全体で年間 30～40件程度発生しているが，
従来は観測点の不足あるいは対応する設備機器被害の記録の欠落などにより，このような地震に
おける事例データは十分活用されてこなかった。これに対して，近年ではそのいずれのデータも
潤沢に蓄積される基盤が整備されつつある。本論文で述べた事例データの活用方法は，今後デー
タ蓄積の増大とともに高精度化されることが期待されると同時に，その重要性が高まると予想さ
れる。今後は，エレベーター以外の多様な設備機器への応用展開も期待される。 
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付録：震源位置の近い地震の存在確率 
 
第７章で提案した事例データを用いた地震被害予測を実現するためには，発生した地震に対し
て，比較的高い確率で震源位置の近い地震の事例が存在することが必要である。ここでは，発生
した地震に対して第７章で述べたように加速度分布がよく類似する震央距離が２０ｋｍ以内の地
震がどの程度存在するかを評価した。評価は，第７章で用いた関東近郊の４４件の地震を用いて
行った。 
図Ａ１に４４件の地震を最も近い地震までの震央距離で分類した結果を示す。図より，１６件
の地震については５ｋｍ以内に他の地震が存在している。また，全体の７０％の地震について加
速度分布が良く類似するとされる２０ｋｍ以内に他の地震が存在していることが分かる。 
地震の発生する場所は，活断層の周辺など比較的限られた場所に集中する傾向がある。また，
太平洋プレートなどが潜り込むことによって蓄積された地殻のひずみは，同じような場所で周期
的に地震を発生させることが知られている。これらのことから，今後，地震の事例データを蓄積
することにより，更に高い確率で震源位置の近い地震の事例が得られることが期待される。 
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図Ａ１．最も近い地震までの震央距離と地震の件数 
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